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暫定評価期間（平成３０年度～令和２年度）項目別評価総括表

　小項目

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
イ 　高度で専門的な医療への取組及び政策医療の適切な実施 ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ロ　高度な療育サービスの提供 ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ハ　クリニカルパスの活用 Ａ Ａ Ｂ（Ｃ） Ａ Ｃ Ａ

ニ　退院サマリーの作成 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

ホ　情報発信の強化と関係機関等との連携推進　

　　(イ) 情報発信の強化 ― Ｂ ― Ａ ― Ａ

　　（ロ) 関係機関等との連携推進 Ａ／Ｂ Ｂ Ｂ／Ｂ Ｂ Ｂ／Ｂ Ａ

ヘ　小児リハビリテーションの充実 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

 ト　在宅療養・療育への移行支援の推進 ― Ａ ― Ａ ― Ａ

チ 　救急医療の充実　

　　(イ) 周産期・小児医療の救急医療への対応 ― Ａ ― Ａ ― Ａ

　　(ロ) 救急医療体制の充実に向けた検討 ― Ａ ― Ａ ― Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
イ　 分かりやすい説明と相談しやすい環境づくり ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ロ　セカンドオピニオンの適切な対応 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ハ　患者の価値観の尊重 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
イ 　医療倫理の確立 ― Ｂ ― Ａ ― Ｂ

ロ　医療安全対策の充実 Ａ／Ｂ Ａ Ｂ／Ｂ Ｂ Ａ／Ｂ Ａ

ハ　院内感染防止対策の充実 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ
― Ｂ ― Ａ ― Ｂ

― Ａ ― Ａ ― Ａ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

イ　障害児とその家族の地域生活の支援 ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ロ　短期入所及び体調管理入院の充実 ― Ａ ― Ａ ― Ｂ

― Ｂ ― Ａ ― Ｂ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
― Ａ ― Ｂ ― Ａ

― Ｂ ― Ｂ ― Ａ

― Ｂ ― Ｂ ― ―

― Ｂ ― Ａ ― Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

イ　質の高い臨床研修医（初期研修医）や後期研修医の育成 ― Ｂ ― Ａ ― Ｂ

ロ　専門医の育成 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ハ　東北大学との連携講座の推進 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ニ　職員の資質向上への支援 ― Ａ ― Ｂ ― Ｂ

イ 　地域医療支援病院としての研修事業 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

ロ 　療育拠点施設としての研修事業 ― Ｂ ― Ａ ― Ｂ

Ａ ― Ａ Ａ ― Ａ Ａ Ａ ― Ｂ Ｂ Ｂ

　　（２）地域に貢献する研修事業の実施　

　 ５　災害時等における活動

　　（１）質の高い医療・療育従事者の育成　

　　（１）成育支援・療育支援体制の充実

　　（２)こどもの成長・発達への支援

　　（３）患者と家族の心理的援助及び社会的問題等への支援

　　（４）在宅療養・療育支援の充実　

　　（５）病院ボランティア活動の充実と支援

　 ３　臨床研究事業

　　（１）臨床研究の推進

　　（２）治験の推進

　　（３）臨床研究支援体制の充実

　　（４）院内学術活動の支援体制の充実

　 ４　教育研修事業

第１　県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためにとるべき措置

　 １　診療事業及び福祉事業

　　（１）質の高い医療・療育の提供　

　　（２）患者・家族の視点に立った医療・療育の提供　

　　（３）患者が安心できる医療・療育の提供　

　 ２　成育支援・療育支援事業
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Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ａ ― Ａ ― Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

イ　病床の効率的な利用の推進による収支改善 Ｃ Ａ Ｃ Ａ Ｃ Ａ

ロ　医療機器の効率的な利用の推進による収支改善 ― Ａ ― Ａ ― Ａ

ハ　診療報酬制度等に対応した体制の整備による収支改善 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ａ ― Ａ ― Ａ

イ　 医療材料・医薬品等の適切な管理による節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ロ　適正な職員配置及び業務委託の見直しによる節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ハ　修繕費の節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ニ　廃棄物の適切な分別・処理による節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

ホ　ＥＳＣＯ事業の推進による節減 ― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ａ ― Ａ ― Ａ

第３　予算，収支計画及び資金計画 Ｂ Ｂ／Ｃ Ａ Ｂ Ｂ／Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ／Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ
第４　短期借入金の限度額

第５　出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画

第６　前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

第７　剰余金の使途

第８　積立金の処分に関する計画

第９　その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｄ Ｂ

― Ａ ― Ａ ― Ａ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

Ａ ― Ａ Ａ ― Ｂ Ｂ Ｂ ― Ａ Ａ Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
― Ａ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

― Ｂ ― Ｂ ― Ｂ

＜判定基準（宮城県）＞（令和元年度から）
　「Ｓ」　：　目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる
　　　　　　　 ・定量的目標においては対計画値の110%以上で，かつ困難度が「高」とされている場合
 　　　　　　　・定量的目標で評価できない項目についてはS評価なし
　「Ａ」　：　目標を上回る成果が得られていると認められる
　　　　　　 　・定量的目標においては対計画値の110％以上，又は対計画値の100％以上で，かつ困難度が「高」とされている場合
　　　　　　　 ・定量的目標がない項目においては目標の水準をはるかに上回る「成果」があるといえる根拠，理由が明確に認められる場合
　「Ｂ」　：　目標を達成していると認められる
 　　　　　　　・定量的目標においては対計画値の100％以上110％未満，又は対計画値の100％を概ね満たしており，かつ困難度が「高」とされている場合
　　　　　　　 ・定量的目標がない項目においては目標の水準を上回る「成果」があるといえる根拠，理由が明確に認められる場合
　「Ｃ」　：　目標を下回っており，改善を要する
 　　　　　　　・定量的目標においては対計画値の80％以上100％未満
　　　　　　　 ・定量的目標がない項目においては目標の水準を下回る場合
　「Ｄ」　：　目標を下回っており，業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める 
　　　　　　　 ・定量的目標においては対計画値の80％未満
　　　　　　　 ・定量的目標がない項目においては目標の水準を下回っており，抜本的な業務の見直し等が必要であると認められる場合

＜判定基準（宮城県）＞（平成３０年度）
　「Ｓ」　：　目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる
　　　　　　　 ・定量的目標においては対計画値の110%以上で，かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合
 　　　　　　　・定量的目標で評価できない項目についてはS評価なし
　「Ａ」　：　目標を上回る成果が得られていると認められる
 　　　　　　　・定量的目標においては対計画値の110％以上 
　　　　　　　 ・定量的目標がない項目においては目標を上回る「成果」があるといえる根拠，理由が明確に認められる場合
　「Ｂ」　：　目標を達成していると認められる
 　　　　　　　・定量的目標においては対計画値の100％以上110％未満
　「Ｃ」　：　目標を下回っており，改善を要する
 　　　　　　　・定量的目標においては対計画値の80％以上100％未満
　「Ｄ」　：　目標を下回っており，業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める 
　　　　　　　 ・定量的目標においては対計画値の80％未満

　 ３　医療機器・施設整備に関する計画

　　（１）医療機器・施設整備計画

　　（２）医療情報システムの整備・効率的活用

　　（３）大規模修繕計画の策定

　　（５）外部評価の活用等

　 １　人事に関する計画

　　（１）人事に関する方針

　　（２）人材育成に関する方針

　　（３）適切な人事評価の実施等

　 ２　職員の就労環境の整備

　　（４）財務分析の実施

第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

　 １　効率的な業務運営体制の確立

　　（１）効率的・効果的な組織の構築

　　（２）業務運営体制の強化

　　（３）職員の参画等による業務運営

　 ２　業務運営の見直し及び効率化による収支改善

　　（１）医療資源の有効活用　

　　（２）収益確保の取組

　　（３）業務運営コストの節減等　



地方独立行政法人宮城県立こども病院　暫定評価期間（平成３０年度から令和２年度）の業務実績

前文 前文

中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度)

《評価全般について》

◇　病院全体あるいは各部門が定
めた定量的目標を達成しているか。

◇　各項目の達成状況は病院経営
や医療サービス向上等にどのような
成果をもたらしているか。

　宮城県立こども病院（以下「こども病院」という。）
は，「すべての子どもにいのちの輝きを」を基本理念
とする県の総合的な小児医療システムの中で，「小
児専門医療の核」と位置付けられ，周産期・小児医
療分野における高度医療を集約的に提供するととも
に，県全体の小児医療水準の向上を図るために平成
１５年１１月に開院し，平成１８年４月から地方独立行
政法人に移行した。また，急性期から慢性期に至る
までの高度な医療・療育サービスの提供を目指し，
平成２７年４月に県立県営の医療型障害児入所施設
であった宮城県拓桃医療療育センター（以下「拓桃」
という。）を統合し，平成２８年３月には，拓桃がこども
病院に移転し，新たな形での運営が開始された。
　平成２６年度から平成２９年度までの第３期中期目
標期間においては，拓桃との統合，急速に進む少子
高齢化や医療技術の進歩，県民の医療ニーズの変
化などの影響を受け，数年来で経常収支が赤字と
なった。また，開院後１５年が経過し，今後，大規模な
施設・設備の更新が必要になることから，ますます厳
しい経営状況となることが予想される。
　このため，第４期中期目標において，地方独立行政
法人宮城県立こども病院（以下「法人」という。）は，
地域医療構想や新公立病院改革ガイドラインを踏ま
え，安定した診療体制の構築に努めるとともに，県内
の医療・福祉・教育機関などとの役割分担及び連携
の一層の強化を図ることにより，その機能を十分に
発揮し，県内外の医療・療育のニーズに的確に対応
していく必要がある。
　また，法人が，その担う使命及び理念を持続的に
実現していくためには，事業収支の改善を図ることが
不可欠であることから，他の小児病院等との比較を
行いながら経営分析や定量的目標の策定を行い，地
方独立行政法人としての自主性・自律性を生かして，
効率的な業務運営体制の確立に取り組むことが必要
である。

　地方独立行政法人宮城県立こども病院（以下「法人」とい
う。）は，宮城県知事から指示された法人が達成すべき業
務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）の達成に
向けて，宮城県立こども病院（以下「当院」という。）と宮城
県（以下「県」という。）のリハビリテーション施設の中核で
あった宮城県拓桃医療療育センターの機能を引き継いだ
医療型障害児入所施設（注１）「宮城県立拓桃園」の協働的
運用を確立して，県民のニーズに対応した急性期から慢性
期に至るまでの高度な医療・療育サービスを提供し，医療・
療育の水準の向上に貢献することとする。
　法人が理念及び使命を持続的に実現していくため，当院
や他の医療・療育機関の過年度実績を考慮した経営分析
や定量的目標の策定を行い，収支の改善を図りながら，地
方独立行政法人としての自主性・自律性を生かした業務運
営の改善及び効率化に取り組む。
　なお，本計画は，国が策定を要請している「新公立病院改
革プラン」に代わるものと位置付け，宮城県地域医療構想
や新公立病院改革ガイドラインを踏まえ，所要事項につい
て定めるものとする。

１ 理念
　当院を整備する際に県が策定した「宮城県小児総合医療
整備基本構想・基本計画」に掲げられた基本理念と当院の
理念のもとに，東北唯一の小児専門病院として更なる発展
を目指し，病院運営に努めていく。
(１) 宮城県小児総合医療整備基本構想・基本計画の基本
理念
　すべての子どもにいのちの輝きを
(２) 病院の理念
　私たちは，こどもの権利を尊重し，こどもの成長を育む心
の通った医療・療育を行います。
　私たちは，高度で専門的な知識と技術に支えられた，良
質で安全な医療・療育を行います。

２ 使命
(１) こども病院は，県の小児専門医療及び小児リハビリ
テーションの核として，また，東北地方唯一の高度で専門的
な小児医療を提供する病院として，急性期から慢性期に至
るまでの高度な医療・療育サービスを総合的かつ効果的に
提供する役割をより積極的に果たす。
(２) 安定した診療体制の構築と県内医療・福祉・教育機関
との役割分担及び連携の強化を進め，医療・療育の需要に
的確に対応するとともに，効率的な業務運営体制の確立を
図る。

３ 基本方針
(１) チーム医療・成育医療及び総合的な療育プログラムを
実践し，温かい医療・療育を行います
(２) こどもの成長・発達に応じたきめ細やかな医療・療育を
行い，自立の心を育みます。
(３) 一人ひとりの成長・発達に寄り添い，安全で潤いのある
療養・療育環境を整えます。
(４) 小児医療と療育の中核施設として，地域の関係機関と
連携し，患者や家族の地域での生活を支えます。
(５) こどもや家族と診療・療育内容の情報を共有し，情報公
開に努めます。
(６) 自己評価を行い，外部評価を尊重するとともに，業務の
改善や効率化を図り，健全経営に努めます。
(７) 臨床研究及び人材の育成を推進し，医療・療育水準の
向上に貢献します。
(８) 職員の就労環境を整備するとともに，職員の知識・技
術の習得を支援します。

評価の視点

1



業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

2



中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

第１ 中期目標の期間 第１ 中期計画の期間

１　診療事業及び福祉事業 １　診療事業及び福祉事業

(1) 質の高い医療・療育の提供

イ 　高度で専門的な医療への取組及び政策医療の適切な
実施
　当院の特徴や強みを生かし，高度で専門的な医療に取り
組み，診療体制の維持と更なる充実を図る。また，施設認
定の新規取得等，周産期・小児医療水準の向上に努め，
県の政策医療を適切に実施する。

　平成３０年４月１日から平成３４年３月３１日までの４
年間とする。

第２　県民に対して提供するサービスその他の業務
の質の向上に関する目標

第２　県民に対して提供するサービスその他の業務の質の
向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

　診療事業及び福祉事業については，県の周産期・
小児医療，療育に関する施策及び県民のニーズの
変化を踏まえつつ，成育医療と療育の理念に基づく
高度で専門的な医療・療育並びに患者及びその家族
の視点に立った医療・療育を集約的に提供し，患者
が安全で質の高い医療・療育を安心して受けること
のできる体制の構築に取り組むこと。
　なお，他の小児病院等や過年度実績との比較を行
い，病院全体又は診療科毎に定量的目標を策定し，
目標達成に向けて的確な業務の遂行にあたること。

　診療事業及び福祉事業については，県の周産期・小児医
療及び療育に関する施策や県民のニーズの変化を的確に
受け止め，利用者である県民に対して，成育医療や療育の
理念に基づく高度で専門的な医療と療育を集約的に提供
する。
  患者及びその家族の視点に立ち，患者の権利やプライバ
シーの保護に配慮した，安全で質の高い医療と療育の提
供に努める。
　診療事業及び福祉事業の実施に当たっては，高度で専
門的な医療と療育を適切に提供するための体制の構築を
図るとともに，提供するサービスの質の向上を図る観点か
ら，病院全体あるいは各部門の定量的目標を定め，その達
成に向けて業務を遂行する。

　平成３０年４月１日から平成３４年３月３１日までの４年間
とする。

(1) 質の高い医療・療育の提供   

　診療体制の維持・充実や施設認定の新規取得等，
高度で専門的な医療・療育に取り組み，周産期・小児
医療，療育水準の向上に努め，政策医療を適切に実
施するとともに，医療型障害児入所施設としての責
務を果たし，総合的な療育プログラムの実践等，高
度な療育サービスの提供に取り組むこと。
　

　
　

◇　医療・療育の提供に係る施設認
定の取得状況はどうか。

◇　診療体制の維持と更なる充実へ
の取組状況はどうか。

◇　質の高い医療・療育を提供して
いるか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

１　診療事業及び福祉事業

(１) 質の高い医療・療育の提供

【病床利用率，入院患者数，外来患者数等の推移】　

【施設認定（新規）】

　日本産科婦人科学会専門医制度専攻医指導施設（連携専門医療型）（平成３０年４月１日から）

　宮城県アレルギー疾患医療拠点病院（平成３０年８月１日から）

　日本障害者歯科学会臨床研修施設（平成３１年２月１日から）

　日本小児感染症学会指導医教育研修プログラム施設（令和元年６月から）

　日本形成外科学会教育関連施設（令和２年４月１日から）

　肝炎治療特別促進事業　治療実施医療機関（令和元年１２月２日から）

　肝炎治療特別促進事業　診断書作成指定医療機関（令和２年６月９日から）

【新型コロナウイルス感染症に係る施設認定（新規）】

　新型コロナウイルス感染症重点医療機関（令和２年４月１日から）

　インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の「診療・検査医療機関」（令和２年１０月１日から）

　帰国者・接触者外来（令和２年１２月から）

【チーム医療】

【理事長・院長による新型コロナウイルス感染症対応に関する職員通知】

　・　令和２年３月から令和３年３月にかけて，２７回発信

【新型コロナウイルス感染症への取組例】

　・　新型コロナウイルス感染症対策本部の設置と会議開催

　・　重点医療機関，入院協力医療機関としての病床確保

　　　（陽性患者受入れ実績４人）

　　　（重症２床，重症以外２床/ＩＣＵ１床，本館４階病棟３床確保，陽性者入院時４階西側を休床）

　・　診療・検査医療機関としての診療及び検査の実施

　・　院内ＰＣＲ検査の実施（６月以降９８件実施）

　・　帰国者・接触者外来設置機関としての検体採取の実施（１２月以降当番４日，１７件採取）

　・　オンライン環境の整備

　・　電話診療の導入（年度合計２，７５７件）

　・　飛沫防止板，サーモグラフィー等の設置（１１月稼働）

　・　感染対策上必要な医療機器等の調達（補助金の活用）

　・　巡視による外来エリア３密防止

　・　ワクチン接種の実施（３月２９日，職員のワクチン接種開始）

　・　新型コロナウイルス感染症防疫作業手当を対象業務従事職員に支給　

１１．１日

１５５．７人

平均在院日数

３６５．２人

６４．６％

９６，８０７人 ８８，７４６人

４０３．４人

６７，２５７人 ６５，５５０人 ５６，８３６人

１８４．３人

外来１日平均患者数

平成30年度 令和2年度

７６．５％病床利用率

延入院患者数

入院１日平均患者数

４，３０４人

１１．６日 １２．２日

令和元年度

７４．３％

　県の新型コロナウイルス感染症対策における入院協力医療機関（令和２年２月２８日から）

５，２２５人５，５５０人

４００．３人

新規入院患者数

延外来患者数 ９７，６６５人

　栄養サポートチーム（ＮＳＴ），呼吸サポートチーム（ＲＳＴ），感染制御チーム（ＩＣＴ），
　抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）ほか

１７９．１人

第１　県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためにとるべき措置

　診療事業及び福祉事業については，県の周産期・小児医療及
び療育に関する施策や県民のニーズの変化を的確に受け止め，
利用者である県民に対して，成育医療や療育の理念に基づく高
度で専門的な医療と療育を集約的に提供するとともに，患者及
びその家族の視点に立ち，患者の権利やプライバシーの保護に
配慮した，安全で質の高い医療と療育の提供に努めた。

イ 　高度で専門的な医療への取組及び政策医療の適切な実施

○　東北地方唯一の小児高度専門病院として，コロナ禍におい
ては感染リスク管理を徹底しながら，高度で専門的な医療に取り
組んだ。
○　小児医療を取り巻く社会情勢の変化に適応しながら東北地
方唯一の小児専門病院として成長していくため，当院の強みを
活用した取組を迅速かつ的確に実行すべく院長・副院長会議等
を開催し，病院運営上の課題の抽出と具体的な改善策を検討し
た。検討結果とそれを踏まえた基本的な考え方を職員に説明・報
告した上で，実施可能なものから改善策を講じた。
○　新たな施設認定を右記のとおり取得した。
○　特に，県の新型コロナウイルス感染症対策における「入院協
力医療機関」等の施設認定を受け，県の医療提供体制の確保に
寄与した。重症２床，重症以外２床を確保し，陽性患者４人の入
院を受け入れた。また，診療・検査医療機関としての診療及び検
査の実施，帰国者・接触者外来設置機関としての検体採取の実
施に取り組んだ。
○　一人の患者に複数のメディカルスタッフ（医療専門職）が連携
して治療やケアに当たるチーム医療を各分野において実践し
た。
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

ニ　退院サマリーの作成
　患者の退院後の継続した診療を円滑にし，質の向上を図
るため，退院後，速やかな退院サマリー（注３）の作成に努
める。
　ＤＰＣ（注４）対象病院として，退院後２週間以内の退院サ
マリー作成率９０％以上の達成を目指す。

ハ　クリニカルパスの活用
　医療の標準化，看護の均質化等を図るため，クリニカル
パス（注２）の作成，活用を推進する。
　作成・実施するクリニカルパスの増加に努めるとともに，ク
リニカルパス適用率の向上を図り，電子カルテ・クリニカル
パス移行前と同水準である５０％程度まで適用率を上げる
ことを目指す。

ロ　高度な療育サービスの提供
　障害児の保護，日常生活の指導，独立自活に必要な知
識技能の付与及び治療という医療型障害児入所施設とし
ての責務を果たし，障害児が，障害を克服し，生活していく
ために必要な能力を身につけられるよう，総合的な療育プ
ログラムの実践等，多職種共同で，高度な療育サービスを
提供する。

◇　クリニカルパス適用率につい
て，計画に掲げる目標を達成してい
るか。
《目標値：クリニカルパス適用率５
０％程度》

◇　医療型障害児入所施設としての
責務を果たし，総合的な療育プログ
ラムの実践等，多職種共同で，高度
な療育サービスを提供しているか。

　医療の標準化を図るため，クリニカルパスの活用を
推進し，電子カルテ・クリニカルパス移行前と同水準
まで適用率を上げること。また，退院サマリーについ
て，退院後，速やかな作成に努めること。

◇　退院サマリーの作成について，
計画に掲げる目標を達成している
か。
《目標値：退院後２週間以内の退院
サマリー作成率９０％以上》
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

ロ　高度な療育サービスの提供 【契約入所関係】
　

新規入所者数

内）　有期有目的入所者数

退所者数

延利用日数

平均在籍者数（拓桃館８１床）

【短期入所（ショートステイ）の受入れ状況】

短期入所

　（ショートステイ） 延利用日数

【一般入院及び体調管理入院の受入れ状況】

一般入院 入所者数

延入所者数

内）　体調管理入院 利用者数

延利用者数

【ＣＯＰＭ評価】（４月以降に契約入所，年度内に退院した作業療法指示のあるケース対象）

遂行度 平均＋３．０ 平均＋３．４ 平均＋３．３

満足度 平均＋３．５５　平均＋３．５　 平均＋３．５　

ハ　クリニカルパスの活用 【クリニカルパスの運用状況】

Ａ

Ｂ

※ ショートステイ，正常新生児除く。

※ Ｂの「患者数」については，平成３０年度以降は「入院患者数」としている。

ニ　退院サマリーの作成 【退院後２週間以内の退院サマリー作成率の推移】

退院患者数

※ 退院患者数　：　短期入所，正常新生児を除く

４，２８１人

平成30年度

１１４人

９７．２％

４，１８２人

１，６７１人

２，５９７人

１，０３４日

４２７人

１１８人

１２７人 １０７人

令和元年度 令和2年度

９７．４％ ９６．９％作成率

１１６人

１０９人 ９０人

平成30年度 令和2年度

９３件 ８９件

３，０２９人

２６０人

４４７人

３５１人

４４８人

パス適用率（Ａ/Ｂ）

令和元年度

令和元年度

２，８８６件

患者数  

適用件数     

４９．８％ ５９．６％

令和2年度

４，８４５人

４４．８％

１１９人

８１人

１７，７３２日

※ 用語の定義「有期有目的入所」：指定医療型障害児入所施設における地域生活に向けた一定
期間の集中的な指定入所。これを評価する報酬の上乗せ設定がある。

１，２４０人

２９３人

平成30年度

２，３７５件 ２，４４６件

１，２６０人

９６件

４，０６５件５，０３６件２週間以内作成件数

５，１７２人 ４，８８０人

４，７３０件

平成30年度 令和元年度

１，０６９日

パス総数

※ 用語の定義「ＣＯＰＭ（カナダ作業遂行測定）」　：　生活機能または日常生活スキルの中で，本
人又は家族が主観的に重要と位置付ける作業課題を選択したうえで，その課題に対する本人また
は家族の遂行度と満足度をみる尺度である。

４４７日

５，３０４人 ４，９１０人

１２１人

令和2年度

１７，４３１日 １５，９０３日

６０．４人 ５９．７人 ５１．９人

延利用者数 ２９７人 ２７２人

平成30年度 令和元年度

○　医療の標準化と効率化，看護の均質化等を図るため，クリニ
カルパス委員会が中心となって，電子カルテを活用したクリニカ
ルパスの活用を推進した。
○　令和２年２月の電子カルテシステムの更新に伴い，クリニカ
ルパスの移行作業を計画的に行い，適用者の多いパスから移行
したことにより，年間の適用率を維持・向上することができた。

【クリニカルパスの適用率】
　H30 ：　対計画値の８９．６％
　R 1  ：　対計画値の１００％
　R 2  ：　対計画値の１１９．２％

○　患者の退院後の継続した診療を円滑し，また，患者の身体
情報を継承し伝達するツールとして，電子カルテを活用して効率
化と質の担保を図るため，退院後，速やかな退院サマリーの作
成に努めた。

【退院２週間以内の退院サマリー作成率】
　H30 ：　対計画値の１０８．２％
　R 1  ：　対計画値の１０７．７％
　R 2  ：　対計画値の１０８．０％

令和2年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

５８人

６１人

６９人

８４人

３８人

４２人入院時現状評価実施人数

退院時評価実施人数

○　医療型障害児入所施設「宮城県立拓桃園」として，拓桃館内
の療育型病棟（５４床）と医療型病棟（２７床）を運営するととも
に，医療法に基づく「病院」として，手足の疾患や肢体不自由児
に対する医療・療育（リハビリテーション）を提供した。
○　空床を使用し，短期入所及び体調管理入院を適切に受け入
れた。
○　ＣＯＰＭ評価を実施し，入所者及びその家族の満足度を把握
する指標として活用した。
○　親子入所の付添い保護者やその他の契約入所の保護者に
対して，ペアレントトレーニングを応用したグループワークを行
い，障害を抱える我が子を受け容れられるよう支援した。
○　親子入所の効果を検証する研究として，２０２３（令和５）年７
月まで継続して，親子入所の付添いの母親に対してのＰＳＩ（育児
ストレスアンケート）に取り組んでいる。
○　重症心身障害児者等医療型短期入所コーディネート事業に
協力し，県内の入所受入れ施設との連携を図った。
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

ホ　情報発信の強化と関係機関等との連携推進
(イ) 情報発信の強化
　東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する病
院である当院の特徴や強みについて，県内外の医療・療育
機関等に対し，様々な媒体（ホームページ，診療案内，広
報紙，電子メール等）を用い，情報の発信に努める。
　県内外の医療・療育機関と顔の見える関係を構築するた
め，管理者（院長）や地域医療連携部門の実務担当者によ
る関係機関への訪問活動を積極的に展開する。

◇　こども病院の特徴，強みについ
て，県内外の医療・療育機関等に対
し，情報発信に努めているか。

◇　県内外の医療・療育機関と顔の
見える関係を構築するため，管理者
（院長）や地域医療連携部門の実務
担当者による関係機関への訪問活
動を積極的に展開しているか。

（ロ) 関係機関等との連携推進
　東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する病
院としての役割・機能を果たすため，ＩＣＴ（注５）の活用等に
より，県内外の医療機関との病病・病診連携（注６）や療育
関係機関との連携を推進する。
　登録医療機関・登録医の増加に努めるなど，当院の役
割・機能の充実に対応した地域医療連携体制の強化を図
る。
　地域医療支援病院（注７）として，紹介率（注８）・逆紹介率
（注９）の維持・向上に努め，紹介率８０％以上，逆紹介率５
０％以上を目指す。

◇　県内外の医療機関との病病・病
診連携や療育関係機関との連携推
進に取り組んでいるか。

◇　登録医療機関・登録医の増加に
努めているか。

◇　紹介率及び逆紹介率について，
計画に掲げる目標を達成している
か。
《目標値：紹介率８０％以上，逆紹介
率５０％以上》

ヘ　小児リハビリテーションの充実
　急性期から慢性期の患者に対し，そのライフステージに
応じた生活機能の向上・改善のため，効果的かつ十分なリ
ハビリテーション治療の実施に努める。

◇　急性期から慢性期の患者に対
するリハビリテーション治療の実施
状況はどうか。

　こども病院の特徴や強みについて，県内外の医療・
療育機関等に対する情報発信の強化に努めるととも
に，ＩＣＴの活用等により，県内外の医療機関との病
病・病診連携や療育関係機関との連携を推進し，紹
介率・逆紹介率の維持・向上及び登録医療機関・登
録医の増加に努めること。

　さらに，急性期を脱し，継続的な治療を必要とする
患者のための，在宅での療養・療育への移行支援や
小児リハビリテーションの十分な実施に取り組むこ
と。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

ホ　情報発信の強化と関係機関等との連携推進 【診療案内発行状況】

(イ) 情報発信の強化 　毎年度１回発行

【医療機関訪問実績】

平成30年度①

平成30年度②

令和元年度①

令和元年度②

令和元年度③

令和2年度①

（ロ) 関係機関等との連携推進 　 【登録医療機関，登録医の推移】

登録医療機関

登録医

【紹介率，逆紹介率の推移】

紹介率

逆紹介率

ヘ　小児リハビリテーションの充実 【新規処方件数（実数）】

○入院

理学療法

作業療法

言語聴覚療法

○外来

理学療法

作業療法

言語聴覚療法

【リハ実施外来患者数（実数）】

理学療法

作業療法

言語聴覚療法

１，００１人

５０. ０％

平成30年度 令和元年度 令和2年度

５３．２％

平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末

６３７機関 ６５４機関

１，００９人

８７．５％ ８７．６％ ９１.４％

６３６機関

９３５人

５１.１％

○　診療案内や広報紙の発行，ホームページ等を活用し，当院
の特徴や強みについて，県内外の医療・療育機関等に対し，情
報の発信に努めた。
○　診療案内について，診療内容がよりわかりやすいように紙面
構成等を見直してリニューアルした。【H30】
○　ホームページについては，令和３年度の全面リニューアルに
向け，ホームページ委員会が中心となって取り組んだ。【R2】
○　管理者（院長）による医療機関訪問を実施し，患者紹介の促
進，連携の推進を図った。
○　実務担当者による関係機関への訪問活動等を積極的に行
い，成人移行後の受診も見据え，県内の医療・療育機関と顔の
見える関係の構築に努めた。
○　コロナ禍においては，関係機関への訪問に代え，オンライン
を活用して，在宅診療を必要とする患者に係る医療連携等の情
報共有を図った。【R2】

令和2年度

２２０

平成30年度 令和元年度

秋田市内の基幹病院（５施設）を，管理者（院長）と地域医療連携室スタッフが訪問
（当院機能の周知，連携推進，紹介患者増を図る）

石巻市内の病院（２施設）を，地域医療連携室職員と医療ソーシャルワーカーが訪
問
（連携推進，成人移行後患者の紹介先開拓を図る）
仙台市内の診療所（在宅医療実績が多く，訪問看護ステーション併設）を，副院長
（療育担当），地域医療連携室看護師，医療ソーシャルワーカーが訪問
（在宅支援の連携推進，成人移行患者引き受け先の開拓等を図る）

宮城県リハビリテーション支援センター附属診療所を，地域医療連携室看護師，医
療ソーシャルワーカー，地域医療連携室職員が訪問
（在宅支援の連携推進，成人移行患者引き受け先の開拓等を図る）

やまと在宅診療所登米と，当院副院長（療育担当），入退院センター看護師，医療
ソーシャルワーカーが，オンライン会議を実施
（相互の診療及び機能に係る情報共有，在宅診療が必要な患者受入れ等の相談）

○　急性期から慢性期の患者に対し，そのライフステージに応じ
た生活機能の向上・改善のため，効果的，かつ十分なリハビリ
テーションの実施に努めた。具体的には，ＮＩＣＵに入院中の新生
児，手術後や急性疾患の早期リハビリテーション，脳性まひ等の
障害を有する大人までの慢性期リハビリテーション治療を実践し
た。
○　患者が通学・通園している学校や施設の職員のリハビリテー
ション場面見学の受入れ，院外講習会への講師派遣，特別支援
学校や通園施設等への訪問指導，当院主催の研修会の開催及
び地域スタッフの研修生の受入れを行い，地域スタッフとの知
識・技術の共有を図った。
○　新型コロナウイルス感染症対策として，入院と外来の療法エ
リアを分け，マスクを装着できない患者等の個室での実施，療法
実施後の環境清拭の徹底により，外来リハビリテーションを継続
して実施できる体制を整えた。【R2】

平成30年度 令和元年度 令和2年度

６９８ ７０１

４６２ ４９３

４９４ ４３９

平成30年度 令和元年度

１１７ １１７

６３ ６４

八戸市内の病院５施設（八戸市立市民病院，青森県立はまなす医療療育セン
ター，青森労災病院，国立病院機構八戸病院，八戸赤十字病院）を，管理者（院
長）が訪問
（当院機能の周知，連携推進，紹介患者増を図る）

（オンライン）

○　東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する病院と
しての役割・機能を果たすため，県内外の医療機関との病病・病
診連携や療育関係機関との連携を推進した。
○　登録医療機関・登録医の増加に努めるなど，当院の役割・機
能の充実に対応した地域医療連携体制の強化を図った。
○　地域医療支援病院として，紹介率・逆紹介率の維持・向上に
努めた。
○　県外の中核病院に当院の高度な診療・療育内容を紹介し，
相互に顔の見える連携を築き，人的交流と患者紹介を促進する
ことを目的とした「宮城県立こども病院出張セミナー」を開催し
た。【H30，R1】
○　感染拡大防止の観点から，オンラインによる地域医療連携
研修会開催した。【R2】
○　登録医療機関との連携・連絡方法の改善を図るため，登録
医のメールアドレスリスト等を整備した。【R2】

【紹介率】
　H30 ：　対計画値の１０９．４％
　R 1  ：　対計画値の１０９．５％
　R 2  ：　対計画値の１１４．３％

【逆紹介率】
　H30 ：　対計画値の１０６．４％
　R 1  ：　対計画値の１００．０％
　R 2  ：　対計画値の１０２．２％

令和2年度

７９ ５５

１２２ １２６

８５ １０５

１２３

８４

２４５

１６２

１００

１４５

７１０

４８４

４２５

１６６
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

(ロ) 救急医療体制の充実に向けた検討
　県における小児の救命率の向上，地域医療の充実への
貢献を図るため，小児集中治療の充実など，小児三次救
急体制に関し，県内の小児救急を担う医療機関との役割分
担及び協力体制についての検討を進め，その方向性を踏
まえながら当院の果たすべき機能・役割について関係機関
と協議を行う。
　小児重症患者の受入れ体制を強化するため，ＩＣＵ増床，
集中治療科医師の増員，時間外救急診療に従事する一般
当直医師及び救急外来看護師の増員等について，費用対
効果を分析し，具体的な検討を行う。

◇　救急医療体制の充実に向けた
検討・協議を行い，県における小児
の救命率の向上，地域医療の充実
への貢献が図られているか。

◇　小児重症患者の受入れ体制を
強化するため，ＩＣＵの増床等につい
て費用対効果を分析し，具体的な検
討を行っているか。

ト 　在宅療養・療育への移行支援の推進
　急性期治療後の病棟移行や在宅療養・療育への円滑な
移行に向けて，契約入所者の退所後も見据えて個別支援
計画の作成を担う療育支援室と，地域での療養・療育を必
要とする入所者の在宅移行調整を担う在宅支援運営委員
会が連携して，患者及びその家族が安心して療養・療育で
きる地域の環境を整備するなどの取組を推進する。

◇　急性期治療後の病棟移行や在
宅療養・療育への移行支援，院内関
係部局等が連携した環境整備に取
り組んでいるか。

　救急医療については，県内外から小児三次救急医
療の患者を受け入れるとともに，仙台市小児科病院
群輪番制事業への参画，一般当直体制の強化，病
院救急車の活用等を通じて，地域において必要とさ
れる周産期・小児の二次救急医療の充実を図るこ
と。
　また，救急搬送受入の増加に努めるとともに，ＩＣＵ
の増床等について，費用対効果を分析し，具体的な
検討を行うこと。

チ 救急医療の充実
(イ) 周産期・小児医療の救急医療への対応
　小児三次救急医療（注１０）については，他の三次救急医
療機関と密接に連携し，県内外の小児重症患者を広く受け
入れる体制を構築するとともに，その実施に当たっての役
割分担や連絡体制を整備した上で，常時対応する。
　二次救急医療（注１１）については，時間外救急診療体制
の強化を図るとともに，病院救急車の活用等を通じて，他
の医療機関からの紹介転送や救急隊からの搬入依頼に積
極的に対応し，救急患者の受入れの増加に努める。また，
休日等における小児医療の確保のため，仙台市小児科病
院群輪番制事業（注１２）に引き続き参加し，月２回程度を
担当する。
　仙台市夜間休日こども急病診療所等における診療への
協力を引き続き実施し，県の一次救急医療（注１３）に寄与
する。
　地域周産期母子医療センター（注１４）として，周産期の救
急医療に適切に対応する。

◇　小児三次救急医療について，他
の三次救急医療機関と密接に連携
し，県内外の小児重症患者を広く受
け入れる体制を構築しているか。

◇　小児三次救急医療の実施に当
たっての役割分担や連絡体制を整
備した上で，常時対応しているか。

◇　小児二次救急医療について，時
間外救急診療体制の強化が図られ
ているか。

◇　病院救急車の活用等を通じて，
他の医療機関からの紹介転送や救
急隊からの搬入依頼に積極的に対
応し，救急患者の受入れの増加に
努めているか。

◇　休日等における小児医療の確
保のため，仙台市小児科病院群輪
番制事業に参加し，月２回程度を担
当しているか。

◇　仙台市夜間休日こども急病診療
所等における診療への協力を実施
し，県の一次救急医療に寄与してい
るか。

◇　地域周産期母子医療センターと
して，周産期の救急医療に適切に
対応しているか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

ト　在宅療養・療育への移行支援の推進

【入院から在宅療養に移行した患者数の推移】

患者数

【入院せず外来から在宅療養を導入した患者数】

患者数

【在宅療養指導実施数（延人数）の推移】　

【長期入院患者（１年以上）数の状況】　

内訳

チ 救急医療の充実 【救急患者数等の推移】

(イ) 周産期・小児医療の救急医療への対応

救急患者数

　

【仙台市小児科病院群輪番制実績】

【宮城県こども夜間安心コール事業　参加看護師数の推移】

参加看護師数

【宮城県こども夜間安心コール事業　相談件数等の推移】

準夜帯相談件数

深夜帯相談件数

※　深夜帯相談件数は，委託業者が対応しており参考データ。

【迎え搬送実績】

(ロ) 救急医療体制の充実に向けた検討 （参考）　ＩＣＵ一日平均患者数（平均利用病床数）

令和２年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年平均

4.7 4.2 4.1 4.9 2.9 4.6 4.4 5.2 5.5 5.2 4.6 5.1 4.6

【（参考）　ＩＣＵ一日平均患者数（平均利用病床数）】

４８人

１，３７３人

令和2年度

８２人

令和2年度

平成28年度 平成29年度

４．１人 ５．１人

３０人

３人２人

一般病棟

新生児病棟

令和2年度

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

２，１２４人 １，８７５人

年間担当回数 ２７回

令和元年度

令和2年度

４，０７７件

令和元年度

４．６人ＩＣＵ一日平均患者数

患者数合計

７５人

２５回

４．８人

１４３人

搬送件数 ８件

内）救急車搬送患者数

ヘリコプター受入転出件数

平成30年度

１７件

診療後帰宅患者数

９，６２０件

６，８９４件

平成30年度

１件

１０件

令和2年度

１２，５７１件

在宅療養指導実施数

２人

平成30年度末 令和元年度末

８件

２人

平成30年度

７件

令和2年度

７９人

３．７人

７２１人

１人

５２人

８２人

令和2年度

１２，８５９件

当院医師対応件数

診療後入院患者数 ３１人

長期入院患者数

６，４７９件

令和元年度

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

７２人

令和元年度

０人

※ なお，令和２年度は原則として，ＩＣＵ-Ａ室について，新型コロナウイルス感染症患者（疑い例含
む）用確保病床として，空床運用している。

７５人

２人

１，００３人

１０７人

平成30年度

１７件

９５人

２７人

２５回

１４７人

○　在宅支援運営委員会，在宅療養支援部会，地域・家族支援
部会などが役割を分担・連携して，急性期治療後の病棟移行や
在宅療養・療育への移行支援に組織的に取り組んだ。令和２年
度には，入退院センターにおいて，退院支援として，スクリーニン
グ，カンファレンス，退院支援計画書等について，各病棟と連携
して取り組んだ。
○　入所者を対象として，理学療法士・作業療法士・在宅支援看
護師・病棟看護師による，入所者自宅の「退院前訪問」を実施し
た。在宅療養の環境調整を早期に行ったことにより，在宅療養へ
の円滑な移行に繋がった。【H30開始】
○　コロナ禍においては，院外の多職種との連携の質を維持す
るため，退院前カンファレンスなどについてオンラインでの連携
体制を速やかに構築し，活用した。また，オンラインを活用した家
族との面談を行い，退院を支援した。【R2】
○　入所者を対象として，看護師，保育士及びリハビリテーション
スタッフ等による「訪問療育相談」を実施し，地域での生活に向け
て，居宅等の状況を踏まえ，調整した。【R1】

○　周産期・小児医療の三次救急医療機関としての役割を果た
すとともに，宮城県ドクターヘリの搬送先医療機関としての役割
を果たすため，県内外の小児重症患者の三次転送依頼に常時
対応した。
○　院外重症患者について，当院救急車を活用した「迎え搬送」
を，平成３０年１０月から実施した。【H30】
○　二次救急医療について，近隣の一次医療機関からの紹介転
送や救急隊からの搬入依頼を積極的に受け入れた。また，仙台
市小児科病院群輪番制事業に引き続き参加した。
○　仙台市救急医療事業団からの要請に基づいて，仙台市夜間
休日こども診療所に小児科医を派遣するとともに，当院に通院・
通所中の重症心身障害児（者）については，年齢制限なく受け入
れるなど，再来患者の時間外・休日などの一次救急にも常時対
応した。
○　「宮城県こども夜間安心コール事業」に参画し，当院の看護
職員を相談員として派遣するとともに，専門的判断を必要とする
相談事例については，当院の一般当直医師が助言して小児科
医後方支援を行い，県の０．５次救急に寄与した。
○　宮城県ドクターヘリの導入や他県からのヘリによる救急受入
搬送の増加を受けて，「ヘリポート受入搬送・転出搬送要領」を
改正し，休診日でも，受入・転出搬送を行うこととし，受入れを
行った。【R1開始】
○　平成３１年４月より運用開始された「宮城県救急搬送情報共
有システム」に参画し，空床情報を提供して，救急搬送受入れの
円滑化に協力した。

○　月例の救急運営委員会において，救急患者受入れ不能事
例の集計と検討及び到着時心肺停止例・死亡例等の症例検討
を毎回行い，適切な患者受入れと救急医療の質の向上に努め
た。
○　救急運営委員会を中心に「救急診療体制のあり方検討ＷＧ」
を立ち上げ，開催した。「断らない救急」を目指して，受入れ不能
事例報告の強化，停電時ＣＴ稼働のための検討など，現状の課
題・問題点の洗い出しと解決に向けて協議した。
○　平成３０年度から県内及び近隣県からの重症患者の「迎え
搬送」，令和元年度から小児循環器疾患の転院支援（迎え搬送）
を開始した。
○　平成３０年度に，｢こども病院小児集中治療体制のあり方検
討委員会｣を設置し，あり方検討委員会及びその下部組織であ
る｢作業部会｣を開催した。当院の小児集中治療体制のあり方に
ついて，ＩＣＵ運営の現状と社会的医療ニーズを考察した上で，費
用対効果の分析を含め，東北唯一の小児高度専門医療機関と
しての当院の果たすべき役割とミッションを踏まえながら検討を
行った。適切に法令に基づく手続きを行い，体制を整備し，令和
元年度に，１床増床（７床から８床に変更）した。

※ 令和元年度からヘリポートの休日運用を開始，元年度は２件，今年度はなし。

令和2年度末

令和2年度

２人

５件

６１人

令和2年度

７，４９８人 ８，０４２人 ８，２５１人

令和元年度平成30年度

７２人

３０人

０件

９５１人

０人
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

　医療従事者等による説明・相談体制を充実させ，環
境整備に努める等，患者及びその家族が医療・療育
の内容を理解し，治療の選択を自己決定できるよう
にするとともに，患者及びその家族の視点に立った
医療・療育サービスを提供すること。
　また，患者及びその家族のニーズを把握するため，
患者満足度調査を定期的に実施するほか，意見，要
望等については速やかに対応し，その内容について
適宜，分析・検討を行い，提供する医療・療育サービ
ス内容の見直し及び向上を図ること。
　さらには，主治医以外の専門医の意見を聞くことの
できるセカンドオピニオンの適切な対応に努めるこ
と。

イ　 分かりやすい説明と相談しやすい環境づくり
　患者及びその家族が医療・療育の内容を適切に理解し，
納得した上で，治療や検査の選択を自己決定できるよう説
明・相談体制を充実するとともに，説明・相談に適した環境
整備に努める。
　年齢に応じたインフォームド・コンセント（注１５）あるいは
インフォームド・アセント（注１６）の実施に努める。
　患者及びその家族の視点を重視してホームページの掲
載内容を充実するなど，患者及びその家族が求める情報
の発信に努める。

(2) 患者・家族の視点に立った医療・療育の提供 (2) 患者・家族の視点に立った医療・療育の提供

ロ　セカンドオピニオンの適切な対応
　当院でのセカンドオピニオン（注１７）を希望する患者を受
け入れるとともに，他の医療機関でのセカンドオピニオンを
希望する患者を支援するなど，セカンドオピニオン希望者
への適切な対応に努め，患者及びその家族の医療・療育
内容の理解と治療の選択を支援する。

◇　患者や家族からの意見等に適
切に対応しているか。

◇　患者満足度調査を実施し，調査
結果に基づいた改善に取り組んで
いるか。
《目標値：患者満足度調査の実施年
１回》

ハ　患者の価値観の尊重
　患者及びその家族からの意見・要望等について迅速かつ
適切に対応するとともに，患者及びその家族の目線に立っ
た情報の提供に努め，医療・療育サービスの向上及び改善
に取り組む。
　患者満足度調査を，年１回実施し，その内容について適
宜，分析・検討を行い，患者及びその家族のニーズを踏ま
えた改善に取り組む。

◇　患者・家族の視点に立った医
療・療育を提供するための説明・相
談体制の充実や環境整備が図られ
ているか。

◇　年齢に応じたインフォームド・コ
ンセント及びインフォームド・アセント
の実施に努めているか。

◇　患者及びその家族が求める情
報の発信に努めているか。

◇　セカンドオピニオンの実施・運用
状況はどうか。

◇　適切な対応がなされているか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

(２) 患者・家族の視点に立った医療・療育の提供

イ　 分かりやすい説明と相談しやすい環境づくり 【患者相談窓口の相談件数】

相談件数

【ホームページ委員会の取組】

医師３人，看護師２人，ＣＬＳ１人，事務職員３人

月１回（令和２年７月から）

活動概要

１１月１６日　プロポーザル参加受付期限

１２月　４日　プロポーザル実施（選定委員会の開催）

１２月２５日　委託契約の締結

ロ　セカンドオピニオンの適切な対応 【セカンドオピニオン外来利用状況】

実施件数

ハ　患者の価値観の尊重 【投書件数】

投書件数

【患者満足度調査】

令和２年度 入院に関する患者満足度調査（第４期中期目標期間３回目）

令和元年度 入院に関する患者満足度調査（第４期中期目標期間２回目）

平成３０年度 入院に関する患者満足度調査（第４期中期目標期間１回目）

１件

※ 投書件数の（　）は，拓桃館分

平成30年度

問合せ後診療で対応した件数

令和2年度

８３件（２０件）

循環器科２
件，整形外科
１件，神経科
２件，脳外科
１件

実施診療科

平成30年度

令和元年度

選定スケジュール

構成員

開催状況

ホームページリニューアル業務委託に向けた取組ほか

消化器科１
件，血液腫瘍
科１件

脳神経外科２
件

５，０２７件 ４，４４０件

１６件

４件 ２件

問合せのみで終了した件数

内）ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからの投書

２０件

令和2年度

２件

８件

６件

令和2年度

１１５件（２０件）

平成30年度 令和元年度

５，４０７件

２件

１０件

○　患者及びその家族が医療・療育の内容を適切に理解し，納
得して治療や検査の選択を自己決定できるように，説明・相談体
制づくりと相談しやすい環境づくりに努めた。コロナ禍において
は，オンラインを活用した説明・相談も行った。
○　患者相談窓口において，心地よく相談や説明を受けられるよ
う環境整備に努め，総合的な相談に応じた。
○　入退院センターにおいて，入院予定の段階でスクリーニング
を行い，病棟と連携してカンファレンスをし，適切な退院支援に繋
げる運用体制を構築した。また，予定入院患者の手続きを入退
院センターで行うことによって，外来受付の混雑の一部解消，総
合案内業務の整理に繋げた。安心して入院できるよう患者の視
点で業務を見直し，提出書類の事前配付により，入院前説明の
効率化に繋がった。【R2】
○　療育的な支援内容については，入所支援計画に基づき，児
童発達支援管理責任者により，策定経緯や支援内容を家族に
説明し理解と同意を得た上で支援を進めた。説明に当たり，内容
や家族の特性に応じて場所の設定を行ったり，関係職員が家族
の相談を受けられるよう情報共有したりするなど，環境づくりを
行った。
○　年齢に応じたインフォームド・コンセント，インフォームド・アセ
ントに努め，患者年齢や理解力に応じたより分かりやすい説明を
実施した。
○　ホームページについては，ホームページ委員会を新設して，
スマートフォンによる閲覧者の増加を踏まえたスマートフォン対
応画面の構築等に向けて取り組んだ。【R2】
○　外来患者・家族への情報発信手段として，拓桃館外来のテ
レビと壁面への映写を開始した。また，医療型障害児入所施設
サービス利用契約書及び重要事項説明書を相談室前掲示板に
掲示し，利用者が確認しやすいよう改善した。【R2】

○　当院でのセカンドオピニオンを希望する患者を受け入れると
ともに，他の医療機関でのセカンドオピニオンを希望する患者を
支援するなど，セカンドオピニオン希望者への適切な対応に努
め，患者及びその家族の医療・療育内容の理解と治療の選択の
支援した。

１２件 ７件

令和元年度

１４３件（３７件）

○　意見回収箱などを通して寄せられた患者とその家族からの
意見・要望等に対し，迅速かつ適切に対応し，その検討・改善状
況の内容を院内やホームページに掲示するとともに職員に周知
し，患者・家族の目線に立った開かれた病院運営を推進した。
○　病院機能評価の結果を受け，患者満足度調査として，「入院に関
する患者満足度調査」を実施し，その結果を公表した。院内各部局等
に調査結果及び自由意見を周知し，改善に取り組むこととした。

【患者満足度調査の頻度】
　H30 ：　対計画値の１００％
　R 1  ：　対計画値の１００％
　R 2  ：　対計画値の１００％
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　インシデント事例の適正な分
析，重大なインシデント（レベル３ｂ以
上）の縮減及び発生した場合に迅速
に対応するための体制整備等，医
療安全対策を推進しているか。

   患者が安心して医療・療育を受けることができるよ
うにするため，診療情報の提供や患者のプライバ
シー保護等，医療倫理の確立を図ること。
　また，インシデントを予防するための体制整備や，
インシデント事例の適正な分析等を行い，重大なイン
シデント（レベル3b以上）の縮減に向け，医療安全対
策を推進すること。
　さらには，院内ラウンドの充実等，院内感染防止対
策を推進すること。

ハ　院内感染防止対策の充実
　院内感染防止対策を推進するため，感染管理室，感染対
策委員会及び感染制御チーム（ＩＣＴ）が連携して，院内ラウ
ンド（注２３）の充実，発生・蔓延防止対策の立案，実行，評
価等に取り組み，患者及びその家族並びに職員の安全を
確保する。
　抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）による抗菌薬適正使
用に関する介入及び教育・指導を強化し，抗菌薬の適正使
用に関する協議，指導の強化を図る。
　院内感染防止対策に係る教育，研修を行い，意識，技能
の向上を図る。

(3) 患者が安心できる医療・療育の提供 (3)　患者が安心できる医療・療育の提供

◇　臨床研究及び治験について，利
益相反に関する申告・審査を行うな
ど，指針等を遵守し実施している
か。

◇　倫理委員会及び治験審査委員
会からの意見等を医療に適切に反
映しているか。

◇　診療情報の提供及び患者の権
利やプライバシーの保護について，
適切に取り組んでいるか。

◇　関係者が連携し，院内感染防止
対策及び抗菌薬の適正使用に積極
的に取り組んでいるか。

ロ　医療安全対策の充実
　医療安全対策を推進するため，医療安全推進室，安全対
策委員会及びリスクマネージャー（注２０）会議が連携して，
インシデント（注２１）事例の適正な分析等を行い，再発防
止や重大なインシデント（注２２）（レベル３ｂ以上）の縮減を
図る。
　重大なインシデントが発生した場合に迅速に対応できる
体制を整備する。
　定期的に病棟や診療関連部門のラウンドを実施し，危険
予知対策を行う。
　職員が共通認識のもとで医療安全行動がとれるよう，常
にマニュアルを見直し，周知，実践する。
　医療安全対策に係る教育，研修を行い，意識，技能の向
上を図る。

イ 　医療倫理の確立
　臨床研究（注１８）及び治験（注１９）について，臨床研究
に関する倫理指針（平成２０年厚生労働省告示第４１５号）
及び医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成
９年厚生省令第２８号）を遵守して実施する。
　臨床研究及び治験の実施に当たっては，医療の倫理に
関する方針等を倫理委員会及び治験審査委員会で協議
し，医療倫理の確立を図るとともに，倫理委員会等の指摘
事項を適切に反映する。
　診療情報の提供及び患者の権利やプライバシーの保護
に取り組み，患者及びその家族が安心できる医療・療育を
提供する。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

(３)　患者が安心できる医療・療育の提供

イ 　医療倫理の確立 【会議開催状況】

【診療情報提供件数】

診療情報提供　

開示

照会

ロ　医療安全対策の充実 【インシデント事象件数及びインシデントレベル３ｂ以上の件数の推移】

安全対策研修会開催状況】

ハ　院内感染防止対策の充実 【感染対策研修会開催状況】

【相互チェックラウンド実施状況】

【新型コロナウイルス感染症対策本部】

２回 ２回 １回

※ただし，令和２年５月１２日付け厚生労働省事務連絡により，新型コロナウイルス感染症の影響
を考慮し，延期又は休止等の措置が認められた。

平成30年度 令和元年度 令和2年度

４回 ４回 ２回

平成30年度 令和元年度 令和2年度

相互チェックラウンドの回数 ２回 ２回 ２回

○　院内感染防止対策を推進するため，感染管理室，感染対策
委員会及び感染制御チーム（ＩＣＴ）等が連携し，院内ラウンドの
強化，感染管理教育の強化について，重点的に取り組んだ。
○　新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルス
感染症対策本部の設置，感染対策指針の策定と周知，患者受
入れ体制の整備，個人防護具着脱訓練，職員の健康管理教育
などに取り組んだ。【R2】
○　手指衛生遵守率を可視化し，感染対策の指導を強化するた
めに，定例で手指衛生直接観察調査を実施した。【R2】
○　院内感染防止対策を推進するため，院内感染対策マニュア
ルを改訂した。【R2】
○　東北大学病院や関東圏域の小児専門病院との合同カンファ
レンスや病院相互ラウンドを実施し，菌検出状況，抗菌薬使用状
況，手指衛生サーベイランス等の情報共有及び意見交換を実施
した。
○　抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）として，コンサルテーショ
ン対応，必要時介入などの活動展開を行った。活動の成果とし
て，カルバペネム系抗菌薬使用量，緑膿菌のメロペネム感受性
率について，取組後の改善を維持した。

【院内感染防止対策に係る全体研修の回数】
　H30 ：　対計画値の２００％
　R 1  ：　対計画値の２００％
　R 2  ：　対計画値の１００％

インシデント事象件数

令和元年度

令和元年度

令和2年度

８件

新型コロナウイルス
感染症対策本部会議

平成30年度

インシデントレベル３ｂ以上の件数

平成30年度

医療安全研修会（全体研修）の回数

７９６件

内訳

平成30年度

令和２年４月７日から令和３年３月３１日までの間に，計３０回開催。
［主な検討議題等］状況に応じた院内感染対策の検討及び実施，対象患者
の受入に係る対応，職員の健康管理，感染対策物品の在庫状況及び対応
策，新型コロナウイルスに係る最新情報の提供，院内PCR検査に関するこ
と，新型コロナウイルスワクチン接種に係る対応　等

４件

９２５件

８件

令和2年度

４件５件 ７件

８５９件

２件

令和2年度

８件 ７件

２０件

倫理委員会

治験審査委員会

臨床倫理委員会

２１件 １４件

感染対策研修会の回数

診療情報提供

９件

○　臨床研究及び治験について，臨床研究法(平成２９年法律第
１６号），人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成２６
年文部科学省・厚生労働省告示第３号）及び医薬品の臨床試験
の実施の基準に関する省令（平成９年厚生省令第２８号）を遵守
して実施するとともに，倫理委員会及び治験審査委員会を２か月
毎に開催し，外部委員等の意見を適切に反映した。
○　当院で行う医療行為に関して，法令遵守及び倫理的観点か
らの検討を行うため，新たに，臨床倫理委員会を設置し，開催し
た。【R1開始】
○　情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ円滑な運
用に努め，診療情報は診療時に適宜開示するとともに，患者以
外の者から診療情報の提供を求められた場合には，宮城県情報
公開条例，同個人情報保護条例及び当院規程に基づきプライバ
シーの保護に十分配慮し，適切に対応した。 ４件

１回

令和元年度

５件

○　各部門から発生したインシデントは，月毎に医療安全推進室
で集積し，レベル・事例の分析・検討を行い，安全対策委員会，
リスクマネージャー会議及び安全対策研修会で報告した。
○　重大なインシデントについて，関連部署と医療安全推進室で
事例検討を行い，対策を実施して縮減を図った。
○　月３回の定期的院内ラウンド，月１回のテーマ別ラウンドを計
画的に実施したほか，インシデント発生時には適宜ラウンドを実
施し，マニュアルの遵守状況を確認するとともに，ラウンド結果の
評価と改善点などのフィードバックを行った。
○　未承認医薬品等評価部会を開催し，未承認医薬品等の安全
性について評価した。【R2】

【病棟，診療関連部門のラウンド実施頻度】
　H30 ：　対計画値の１３３．３％
　R 1  ：  対計画値の１００％
　R 2  ：  対計画値の１３３．３％

【医療安全対策に係る全体研修の回数】
　H30 ：　対計画値の１００％
　R 1  ：　対計画値の１００％
　R 2  ：　対計画値の５０％（ただし，右記特例措置あり）

平成30年度 令和元年度 令和2年度

６回 ６回 ５回

６回 ６回 ５回

― ２回
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

(2)こどもの成長・発達への支援

２　成育支援・療育支援事業 ２　成育支援・療育支援事業

　成育支援・療育支援部門は，医療・療育部門と一体
となって，患者及びその家族のＱＯＬ（生活の質）及び
アメニティ（環境の快適性）の向上に努める等，こども
の成長・発達を支援すること。
　インフォームド・コンセント及びインフォームド･アセ
ントの際の支援に努めるとともに，検査・治療に対す
る不安を軽減するための心のケアをはじめ，療養生
活などに関する様々な相談に積極的に対応する等，
患者及びその家族の心理的援助及び経済的・社会
的問題の解決・調整に努めること。
　障害児とその家族が障害を理解し，受け入れられ
るよう，地域で生活していくための知識と技術の獲得
の支援に努めることや短期入所，体調管理入院の積
極的な受入れ等により，療養・療育支援を充実させる
こと。
　なお，より一層の充実が求められているため，定量
的目標の策定及び評価に基づく改善に特に努めると
ともに，実践内容を整理し，その効果的な活用を図る
こと。

　患者及びその家族のＱＯＬ（生活の質）及びアメニティ（環
境の快適性）の向上に努め，専門性を生かした関わりととも
に，「あそび」や様々な体験を通して，こどもの成長・発達を
支援する。
　慰問の受入れ，行事・イベントの開催等により生活に彩り
を与えるとともに，宮城県立拓桃支援学校と連携するなど，
患者及びその家族にとってより良い療養・療育環境プログ
ラムを提供する。

(1)成育支援・療育支援体制の充実
　こどもの成長に合わせた成育医療と療育を適切に提供す
るため，成育支援部門及び療育支援部門に必要な専門職
（保育士，チャイルド・ライフ・スペシャリスト（注２４），子ども
療養支援士（注２５），臨床心理士，ソーシャルワーカー（注
２６），看護師，認定遺伝カウンセラー（注２７），ボランティア
コーディネーター（注２８）等）を適正に配置する。
　成育支援・療育支援事業に係る日ごろの実践内容を整
理・評価するとともに，各々専門職としての経験を蓄積し，
技量の向上に努める。

　こどもの権利を尊重し，こどもの望ましい成長を支える成
育医療及び障害を克服し自立した生活を送れるよう温かく
見守り育む療育を実現するため，成育支援部門及び療育
支援部門に様々な専門職を配置し，隣接する宮城県立拓
桃支援学校と協力して，こどもの成長・発達を支援する。
　こどもの成長・発達の支援，患者及びその家族に対する
心理的・社会的支援及び在宅療養・療育の支援等を通じ
て，患者及びその家族が抱える諸問題の解決と調整を図
る。
　医療と療育を一体的に提供する施設として，病院ボラン
ティアを積極的に受け入れ，病院スタッフとの協働により，
より充実した患者サービスの提供に努める。
　成育支援・療育支援事業の充実を図るため，定量的目標
の策定及び評価に基づく改善に特に努めるとともに，実践
内容を整理し，その効果的な活用を図る。

◇　こどもの成長に合わせた成育医
療と療育を適切に提供するため，成
育支援部門及び療育支援部門に必
要な専門職を適正に配置している
か。

◇　成育支援・療育支援事業に係る
実践内容を整理・評価するとともに，
各々専門職としての経験を蓄積し，
技量の向上に努めているか。

◇　患者及びその家族のＱＯＬ（生
活の質）及びアメニティ（環境の快適
性）の向上に努め，こどもの成長・発
達を促すための支援が適切に実施
されているか。

◇　慰問の受入れ，行事・イベントの
開催等により生活に彩りを与えてい
るか。

◇　宮城県立拓桃支援学校と連携
するなど，患者及びその家族にとっ
てより良い療養・療育環境プログラ
ムを提供しているか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

(１)成育支援・療育支援体制の充実 【院内合同検討会議】

【成育支援局専門職の活動状況の推移】　

看護師対応件数

保育士対応件数

(２)こどもの成長・発達への支援

【行事及び慰問の状況】

行事 開催回数

参加人数

慰問 開催回数

参加人数

【チャイルド・ライフ・スペシャリスト（ＣＬＳ）及び子ども療養支援士（ＣＣＳ）】

【保育士】

プレイルーム活動参加延べ人数

ＮＩＣＵ保育

６３組 ７９組 ３１組

１８回

○　こどもの成長に合わせた成育医療と療育を適切に提供する
ため，成育支援部門及び療育支援部門に必要な専門職を適正
に配置した。
○　一般病棟以外での保育の充実を図るため，保育士を１人増
員し，また，宮城県拓桃医療療育センターとの統合後の業務量
の増加に対応するため，新たに事務補助員１人を配置した。
【H30】
○　発達障害など増加する心理相談や検査の依頼に対応するた
め，常勤の臨床心理士を１人増員したことにより，対応件数が増
加した。【R1】
○　児童発達支援管理責任者については，令和元年度から拓桃
館の各病棟に専任配置とした。これにより，こども（入所者）の変
化や家族の意向を速やかに確認でき，また，日々の病棟カンファ
ランスを通じて，職員間の情報共有に繋げることができた。
○　成育支援・療育支援事業に係る日ごろの実践内容につい
て，会議を開催して情報共有し，評価した。
○　各々が専門職としての経験を蓄積し，技量の向上に努め，そ
の成果を院内外の学会・研修会等で報告した。
○　北海道立子ども総合医療・療育センター，神奈川県立こども
医療センターを視察し，医療と福祉の機能連携状況，設備，運営
方針等について確認した。【R1】

１，８２０人

６９７人

７，８９４人

２，２８８人

１８１人

４４５人

２９回

１，９４０人

５６６人

１，３８１人 １，５３８人

６７３人

外来訪問保育

令和元年度

１１，０１２人

２７件

６４回

２　成育支援・療育支援事業

○　成育支援部門及び療育支援部門に様々な専門職を配置し，
隣接する宮城県立拓桃支援学校及びドナルド・マクドナルド・ハ
ウスせんだいと協力して，新型コロナウイルス感染症への対応を
行いながら，引き続き，こどもの権利を尊重し，こどもの望ましい
成長・発達を支える成育医療及び障害を克服し自立した生活を
送れるよう温かく見守り育む療育の実現に努めた。

６１９人

１９回

６３２人

２８回

２３回

７５２人

令和元年度

１，５６８人

令和2年度

３回２０回

１，２６２人

令和2年度

７０６人

その他

親子入院保育延べ数

ＩＣＵ訪問保育 ６５回

集団保育参加延べ数

２，０６６件

学卒参加延べ人数

１９回

１１８人 ２８４人

平成30年度

学童児支援延べ人数（個別・ベッドサイド）

ダウン症療育発達外来保育(きらきら広場）

１２７回

８７６人

４，１３９人

１，５７２件

１７５回

６，６５９件

３９２回

３，５１１件

令和2年度

１８件 ３０件

２，０３３件

在宅支援

３，９００件

平成30年度

６，４８０件

６０回教育支援

３９６回

令和元年度

３５，６８５件 ３１，１０４件 ２８，８６２件

６回

９，５９１人

令和2年度

○　こどもが主体的に活動できるように環境を整え，様々な企画
を通して満足感や達成感が得られ，自己肯定感が高まるように
支援した。
○　こどもと家族がリラックスし安心・安全に過ごせるように，生
活空間の装飾，保育物品の清拭及び破損の点検や管理を適宜
行った。
○　入院・入所生活に彩りを与えるための行事やイベントについ
て，宮城県立拓桃支援学校と連携しながら，こどもが主体となれ
るよう支援し開催した。令和２年度は，病棟ごとに感染対策を講
じた上で開催方法を工夫し，また，オンライン慰問やＤＶＤ視聴形
式の慰問を受け入れた。
○　病院行事のほか，こども達の経験の幅を広げるため，学校
の行事や校外学習等への参加支援として，状態確認や職員の
派遣を行った。
○　面会及び外泊制限期間中は，こどもの情緒の安定を図るた
めの個別的な活動や家族の負担軽減に努めた。療育では，休日
勤務の職員配置を増やし，こどもの要望を取り入れた病棟内で
の様々なお楽しみ会を企画した。【R2】
○　宮城県立拓桃支援学校がコロナ禍で休校となるなど，学齢
期のこどもたちの学習機会が減少した。学校の協力を得ながら
学習環境を整え，生活リズムが大きく変化しないよう支援した。ま
た，個室隔離の学童に対しては，オンライン授業が受けられるよ
う配慮した。【R2】
○　学校再開時には病棟の違うこどもが接触しないような授業形
態（合同授業の中止）や病棟と学校との連絡体制などについて
検討し周知した。【R2】
○　チャイルド・ライフ・スペシャリスト（ＣＬＳ）及び子ども療養支援
士（ＣＣＳ）については，社会情勢を踏まえつつ，感染症対策下の
制限を考慮した上で，個々のニーズに合わせて支援を行った。

平成30年度

３，８６８人

病気や治療の理解

検査・処置

遊びを通した支援

拓桃館保育士企画行事参加延べ人数

７２３人

１，３３４件

９，３６９件

１０２回

１，４７２件

平成30年度

２９回

６，５９７件

２９８回

臨床心理士対応件数

４０回

１，３４３人

医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ相談件数

３，９９２件

９７人

９１回

２，０２６件

平成30年度 令和元年度

２，０３１件 ２，８７２件認定遺伝ｶｳﾝｾﾗｰ対応件数

ＣＬＳ・子ども療養支援士対応件数

不適切養育対応

ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞ・ｺﾝｾﾝﾄ
/ｱｾﾝﾄに関わる支援

令和元年度

８４回

１０，３４６件

開催回数

２３回

６，２０７件

２８回

内訳
５３回 ７５回

１８８回

５，９９９件 ６，７２２件

２，７０４件

令和2年度

８，２５１件
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

(4)在宅療養・療育支援の充実
イ 　障害児とその家族の地域生活の支援
　障害児とその家族が障害を理解し，受け入れ，地域で安
心して生活できるよう，障害に対する理解を深めるための
学びの機会を提供する。また，医療・療育サービス等に関
する相談支援をきめ細かく実施する。

◇　インフォームド・コンセント，イン
フォームド・アセント後に，患者と家
族各々に合った方法を用いながら，
検査・治療に対する適切な理解と不
安の軽減に繋がるよう支援している
か。

◇　患者及びその家族の心理的・経
済的・社会的問題に対しては，患者
相談窓口において総合的な相談に
対応するなど，関係する専門職が連
携して，その解決・軽減に向けて支
援しているか。

◇　こども病院だけでは解決困難な
患者及びその家族の諸問題に対し
て，院外の関係機関との連携を図
り，その解決・軽減に向けて支援し
ているか。

◇　児童虐待などのこどもを取り巻く
複雑な環境に対応するため，家族
関係支援委員会等において対応策
を協議しているか。

ロ 　短期入所及び体調管理入院の充実
　短期入所，体調管理入院の充実を図り，在宅療養・療育
への移行及び在宅療養・療育の継続へのより一層の支援
に努める。

(3)患者と家族の心理的援助及び社会的問題等への支援
　インフォームド・コンセント，インフォームド・アセント後に，
医療者から受けた説明に対する患者と家族の理解状況を
確認し，各々に合った方法を用いながら，検査・治療に対す
る適切な理解と不安の軽減に繋がるよう支援する。
　患者及びその家族の心理的・経済的・社会的問題に対し
ては，患者相談窓口において総合的な相談に対応するな
ど，関係する専門職が連携して，その解決・軽減に向けて，
早期から積極的に支援する。
　当院だけでは解決困難な患者及びその家族の諸問題に
対しては，院外の関係機関との連携を図り，その解決・軽
減に向けて，積極的に支援する。
　児童虐待などのこどもを取り巻く複雑な環境に対応するた
め，家族関係支援委員会等において対応策を協議する。

(5)病院ボランティア活動の充実と支援
　より充実した医療・療育サービスを提供するため，病院ボ
ランティアと病院スタッフとの協同的連携を図り，ボランティ
ア活動の充実に努める。
　ボランティア研修の充実を図るなど，ボランティア活動が
患者及びその家族にとって有益なものとなるよう支援する。

◇　障害児とその家族が障害を理解
し，受け入れ，地域で安心して生活
できるよう，障害に対する理解を深
めるための学びの機会の提供や医
療・療育に関する相談支援に取り組
んでいるか。

◇　短期入所，体調管理入院の充
実を図り，在宅療養・療育への移行
及び在宅療養・療育の継続に向け
た支援を行っているか。

◇　ボランティアと病院スタッフとの
協同的連携を図り，ボランティア活
動の充実に努めているか。

◇　研修の充実等ボランティア活動
の支援を行っているか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

【患者相談窓口の相談件数】

相談件数

【心理的・社会的支援の状況】

実人数

延人数

(４)在宅療養・療育支援の充実 【講話（お話シリーズ）】

イ　障害児とその家族の地域生活の支援

開催回数

【宮城県アレルギー疾患連携推進事業（アレルギー疾患医療拠点病院関係）】

開催回数

※ お話シリーズの一環として開催

ロ　短期入所及び体調管理入院の充実 【短期入所（ショートステイ）及び体調管理入院の受入れ状況】

短期入所

　（ショートステイ） 延利用日数

体調管理入院 延利用者数

延利用日数

【感染対策を考慮した受入れ調整状況（R2）】

４月１３日～５月 短期入所　：　受入れ制限（急性期病院と併設に配慮）

体調管理入院　：　２床を目安に受入れ

６月 徐々に受入れ人数を増加

８月 新規利用者の受入れを再開（年度内は８床を目安に受入れ）

(５)病院ボランティア活動の充実と支援 【ボランティア活動状況等の推移】

【ボランティア研修実施状況】

１，６７１日

１回

※ 短期入所及び体調管理入院は，空床利用型で，通常は，あわせて概ね１０床を目安に受け入
れる。
　コロナ禍においては，次の表のとおり調整し対応した。

○　短期入所，体調管理入院の充実を図り，在宅療養・療育へ
の移行及び在宅療養・療育の継続へのより一層の支援に努め
た。
○　短期入所及び体調管理入院の受入れ窓口を充実し，看護師
及び医療ソーシャルワーカーの複数体制にして，より相談しやす
い環境とした。
○　ニーズの増加に対応したサービスの提供・向上等のため，短
期入所・体調管理入院ＷＧで検討し，受入れ基準や利用ベッド数
等の見直しを行った。【H30】
○　サービスの提供・向上のため利用理由や利用回数等を考慮
して調整することとし，公平に利用できるように配慮した。【R1開
始】
○　新型コロナウイルス感染症への対応として，院内の感染対
策レベルに合わせた調整を行いながら受入れを行った。【R2】

平成30年度 令和元年度 令和2年度
研修実施回数 ８回 １１回 ０回

令和元年度

　　　　２２２日

２５７人

　　　　２４４日

令和2年度

４１５人

３５１人

４７日

４４７日

平成30年度

臨床心理士　検査報告書作成件数 ３５５件

臨床心理士　産後１か月健診フォローアップ件数

２４人

１３３件

４７３人

２２件

平成30年度

令和元年度

平成30年度

３４５人

１，２４０日

活動延人数

２６３人

２６０人

令和2年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

２２１人

　　　　６，０１１人　　　　５，４７４人

３４８件

活動日数

平成30年度

２７２人

１３１件

５，０２７件

２，０２６機関

１，０３４日

２１件

令和元年度

３１人

５３１人

５，４０７件

６回 ６回

令和2年度

３回

２９７人

２回

１，７３２機関地域の医療機関や保健・福祉・教育機関との連携状況

２４件

(３)患者と家族の心理的援助及び社会的問題等への支援

○　患者及びその家族の心理的・経済的・社会的問題に対して
は，患者相談窓口において総合的な相談に対応するなど，関係
する専門職が連携して，その解決・軽減に向けて，早期から積極
的に支援した。感染症に関する不安についても，継続フォロー中
の患者のニーズに応じて，面接の中で適宜対応した。
○　周産期における心理的支援として，産科患者との面談を継
続して行った。
○　家族や関係機関に分かりやすい知能検査報告書を作成し，
患者及びその家族の支援に努めた。
○　市町村，女性相談所，児童相談所，乳児院等の関係機関と
連携し，協力体制の構築に努めた。
○　外泊制限期間中，家族の不安軽減を目的として，「たくとう通
信」を毎週発行し，郵送又は手渡しにより配付した。【R2】
○　虐待やＤＶについては，即時に家族関係支援委員会を開催
し，対応策を検討した。また，外来スタッフと医療ソーシャルワー
カーの定例会を月１回行い，連携強化に取り組んだ。

○　障害児とその家族が地域で安心して生活できるよう，障害等
に対する理解を深めていただくため，各分野の専門スタッフが障
害児とその家族や地域スタッフに対して講話（お話シリーズ）を行
い，障害に関する学びの機会を提供した。令和２年度は，新型コ
ロナウイルス感染症の影響により，「お話シリーズおんらいん」を
開催した。
○　アレルギー疾患医療拠点病院として，宮城県アレルギー疾
患連携推進事業講習会を兼ねた講話を開催した。
○　講話（お話シリーズ）について，地域の事業所が日々の支援
に活用できるよう，開催予定を周知し，参加に繋げた。
○　医療，療育サービス等に関する相談支援を実施した。

１０１件

２回

１回 ２回

３回

被虐待児・不適切
養育児の対応件数

臨床心理士　産後退院前スクリーニング件数

家族関係支援委員会開催回数

令和2年度

令和元年度

登録平均人数

１，０６９日

１２１人延利用者数

３７５件

１８人

令和2年度

４，４４０件

２，０６６機関

１，２６０日

２９３人

○　ボランティア募集を積極的に行い，登録者の確保に努めた。
○　新型コロナウイルス感染症の影響により，令和２年３月４日
から，活動を全面休止し，新規募集も見合わせた。その後，一部
活動再開したものの，再び休止し，再開時期や活動内容につい
ては，新型コロナウイルス感染症対策本部会議等で検討し決定
する。【R2】
○　ボランティア活動休止の中にあっても，職員が協力して，こど
も図書館やプレイルームについては，閉鎖することなく継続して
使用できるよう取り組んだ。【R2】
○　高校生の学習支援ボランティアについては，オンラインによ
る活動を継続した。また，本館１階スネークギャラリーの展示に
ついては，作品の郵送対応など工夫して，展示を継続した。【R2】
○　活動休止中も病院との繋がりを感じていただけるように，「ボ
ランティア通信」を作成し，登録者に郵送して，当院の様子を共
有した。【R2】
○　活動の充実を図るため，ボランティア研修会を行った。
【H30，R1】
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　職員による臨床研究の奨励，院
内研修会の充実など，新しい知識と
技術の習得・向上支援がなされてい
るか。（再掲）

３　臨床研究事業 ３　臨床研究事業

　臨床研究が活発に遂行され，計画的に推進される
よう，臨床研究推進室の体制等の充実に努め，質の
高い治験を行うこと。
　また，周産期・小児医療，療育水準の向上のため，
東北大学との連携等を図り，科学的根拠となるデー
タ集積及びエビデンスの形成を行い，診療及び研究
の成果を論文として発表するよう努めるとともに，そ
の成果の臨床への導入を推進すること。

　院内のみならず県及び東北地方全体の周産期・小児医
療・療育水準の向上のため，臨床研究を積極的に遂行す
る。
　臨床研究推進室の体制等の充実に努め，臨床研究を活
発かつ計画的に遂行し，質の高い臨床研究，治験を推進
する。

(2)治験の推進
　治験審査委員会において，治験を実施することの倫理
的，科学的及び医学的見地からの妥当性について審査す
るなど，治験の原則に則して適切に推進する。
　東北大学病院臨床研究推進センターの東北トランスレー
ショナルリサーチ拠点形成ネットワーク（ＴＮＮ）（注２９）や国
立成育医療研究センターを核とした小児治験ネットワーク
（注３０）等を積極的に活用し，当院の特徴を生かした質の
高い治験を推進する。

(1)臨床研究の推進
　倫理委員会において，臨床研究の対象となる個人の人権
擁護，利益・不利益及び危険性等を適切に審査し，臨床研
究の活発な遂行を図る。
　東北大学との連携等を図り，科学的根拠となるデータ集
積及びエビデンスの形成に努める。
　診療及び研究の成果を論文として発表し，国内外への発
信力を高めるとともに，その成果の臨床への導入を推進す
る。

◇　臨床研究の活発な遂行が図ら
れているか。

◇　実施件数はどうか。

◇　東北大学との連携等を図り，科
学的根拠となるデータ集積及びエビ
デンスの形成に努めているか。

◇　診療及び研究の成果を論文とし
て発表しているか。

◇　成果の臨床への導入を推進して
いるか。

(3)臨床研究支援体制の充実
　臨床研究及び治験の推進を支えるため，臨床研究推進
室の体制を整備し，職員による臨床研究を奨励するととも
に，院内研修会を充実させるなど，新しい知識と技術の習
得・向上を支援する。

◇　質の高い治験を推進している
か。

◇　実施症例数はどうか。

◇　職員による臨床研究の奨励，院
内研修会の充実など，新しい知識と
技術の習得・向上支援がなされてい
るか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

３　臨床研究事業

(１)臨床研究の推進 【臨床研究】

実施件数

新規承認件数

終了件数

【特定臨床研究】

承認件数

【研究倫理に関する研修状況】

ｅラーニングシステム

ＩＣＲ臨床研究入門

(２)治験の推進 【治験】

受託件数

新規受託件数

終了件数

実施症例数

【製造販売後調査】

受託件数

新規受託件数

終了件数

実施症例数

【研究支援費】

配分金額

支出執行金額

(４)院内学術活動の支援体制の充実 【学術交流会・療育研究会の開催状況】

学術交流会

療育研究会

※ 令和２年度は，ハイブリッド形式（会場，オンライン）で開催した。

【各種助成実績】

ポスター製作費

英語論文校正費　

研究費

【検索ツールの操作説明会】

　○　ＵｐＴｏＤａｔｅ説明会

　○　ＣｌｉｎｉｃａｌＫｅｙ説明会　

【統計ソフト講習会】

　○　ＪＭＰ説明会

平成30年度 令和元年度 令和2年度

１０，７８４，０４１円

４回 ４回 ０回

２回

６件

○　院内のみならず県及び東北地方全体の周産期・小児医療・
療育水準の向上のため，臨床研究を積極的に遂行した。
○　臨床研究推進室が事務局となり，医師主導の臨床研究及び
治験の管理，研究を推進するための環境整備，研究者サポート
など幅広く取り組んだ。
○　臨床研究及び治験について，人を対象とする医学系研究に
関する倫理指針（平成２６年文部科学省・厚生労働省告示第３
号）及び医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成９
年厚生省令第２８号）を遵守して実施するとともに，倫理委員会
及び治験審査委員会を２か月毎に開催し，外部委員等の意見を
適切に反映した。
○　新たに設置した臨床倫理委員会を開催し，当院で行う医療
行為に関して，法令遵守及び倫理的観点からの検討を行った。
【R1開始】

３９人 ２３人 ２１人

１件

１２件 ２６件 ０件

１４件 １０件 ２８件

５件 ７件 ７件

平成30年度

３１件

４４件

３２件

２３件

９件

令和元年度

８，１１０，０００円

１５診療科
７部門

１件

令和元年度

３５件

平成30年度 令和元年度

５６件

令和2年度

平成30年度 令和元年度

９診療科
７部門

８件

３１件

２５件

４９件

１６７件

５件

配分先

５２件

１８件

２８件

令和2年度

平成30年度 令和元年度

令和2年度

５６件

８件

１２９件

７件

３４件

１４０件

２件 ５件

１０件

令和2年度

１３，１８４，０００円

令和2年度

令和2年度

７件

２２件 ２３件

６，４８２，４４４円

２回 １回

平成30年度 令和元年度

１６４件

１２件 １０件 ６件

平成30年度 令和元年度 令和2年度

１８１件

○　倫理委員会の事務局を臨床研究推進室に置き，臨床研究の
対象となる個人の人権擁護，利益・不利益及び危険性等を適切
に審査し，臨床研究の活発な遂行を図った。
○　東北メディカル・メガバンク機構への参加により，東北大学と
の連携を図り，科学的根拠となるデータ集積及びエビデンスの形
成に努めた。
○　倫理委員会において，毎年度新たな臨床研究が承認され，
実施件数は増加した。また，臨床研究についての学会発表，論
文発表に取り組んだ。
○　研究に携わる職員に対して，ｅラーニングを用いた研究倫理
に関する研修を実施した。
○　臨床研究法（平成２９年法律第１６号）において特定臨床研
究として位置づけられる臨床研究について，認定臨床研究審査
委員会での審査及び院長による実施許可等必要な手続きを行っ
た。

○　治験審査委員会の事務局を臨床研究推進室に置き，治験の
原則である治験を実施することの倫理的，科学的，医学的見地
からの妥当性について審査するなど，適切に実施した。
○　東北大学病院臨床研究推進センターの東北トランスレーショ
ナルリサーチ拠点形成ネットワーク（ＴＴＮ）や国立成育医療研究
センターを核とした小児治験ネットワーク等を積極的に活用し，
当院の特徴を生かした質の高い治験を実施した。
○　治験については，毎年度新たな治験を受託し，受託件数は
増加した。
○　製造販売後調査については，毎年度新たな調査を受託した
ものの，令和２年度は，新型コロナウイルス感染症への対応とし
て，調査依頼者等の入館制限を行った影響により，減少した。

(３)臨床研究支援体制の充実

○　学術支援委員会の活動を通して，院内における学術活動を
振興し，県及び東北地方全体の周産期・小児医療・療育水準の
向上に寄与した。
　①　学術交流会・療育研究会の開催
　②　各種の院内勉強会，研修会の開催
　③　医学情報検索・入手環境の整備
　④　研究支援体制の整備
　　　（学会出張・発表及び論文投稿への助成等）
　⑤　研究費助成制度等の新設・運用【R1開始】
　⑥　データ解析室の管理・運営
　⑦　図書室の管理・運営
　⑧　統計ソフト講習会の実施

○　治験や臨床研究の推進を目的として，治験等に参加した診
療科及び協力した部局に対して研究支援費を配分した。
　配分金額は，「宮城県立こども病院治験等収入の運用に関す
る要領」に基づき算出した。
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　職員に対する院内研修会等を
充実させているか。

◇　各種学会，外部研修会への参
加等，職員の資質向上のための支
援に努めているか。

４　教育研修事業

ニ　職員の資質向上への支援
　医師をはじめ，看護師，薬剤師，医療技術職員及び事務
職員等に対する院内研修会等を実するとともに，新たな知
見獲得，病院として必要な資格取得，自己啓発等のため，
各種学会，外部研修会への参加等，職員の資質向上のた
めの支援に努める。

  教育研修事業については，東北大学病院等，他の
臨床研修病院との連携及び法人が有する人的・物的
資源を生かした研修プログラムを充実させることによ
り，後期研修医及び専門研修医等の確保及び育成
に積極的に取り組むこと。また，看護師，薬剤師，医
療技術職員及び事務職員等の資質向上に資する取
組を積極的に支援すること。
　県内の医療・療育従事者に対する知識及び技術の
普及に資するため，地域医療支援病院及び療育拠
点施設としての地域医療研修会や療育支援研修会
等，研修事業の充実を図ること。

　当院の研修プログラムの充実や他の臨床研修病院との
連携等により，研修医や地域医療を担う医師等の確保及
び育成に積極的に取り組む。
　職員の資質向上に資する取組を積極的に支援する。
　県内の医療・療育従事者に対する知識及び技術の普及
のための研修事業の充実を図る。

(1)質の高い医療・療育従事者の育成
イ 　質の高い臨床研修医（初期研修医）や後期研修医の
育成
　協力型臨床研修病院（注３１）として，基幹型臨床研修病
院（注３２）に所属する医学部卒後１年目から２年目までの
臨床研修医の研修（１～２か月間）を積極的に受け入れる。
　医学部卒後３年目から５年目までの後期研修医について
は，当院独自の後期研修プログラムに基づいた質の高い
研修を提供し，他の後期研修病院と密接な連携及び人的
交流を図りながら良質な医師を育成する。
　特に，小児内科系コースに関しては，当院の後期研修を
東北大学小児科研修協議会による「小児科研修プログラム
ｉｎ ＭＩＹＡＧＩ（注３３）」の一環と位置付け，プログラムに登録
した後期研修医のローテート（注３４）研修を積極的に受け
入れる。
　医学情報の検索・入手環境の整備，研究支援体制の充
実，各種研修会の開催，臨床研修指導医講習会への参加
等を通して，教育研修環境の整備に努める。

◇　質の高い臨床研修医（初期研修
医）や後期研修医の育成を行ってい
るか。

４　教育研修事業

ロ　専門医の育成
　医療内容の高度化や増患対策（注３５）等の課題に対応
するため，小児医療における各領域のサブスペシャリティ
専門医（注３６）を目指す卒後６年目以降で後期研修を修了
した
　若手医師を受け入れ，当院独自の専門研修制度と関連
施設との協力体制の下に次世代の専門医を育成する。

◇　後期研修を修了した若手医師を
対象とした専門研修制度等により，
専門医の育成を行っているか。

◇　成育医療の研究・診療に従事す
る優れた専門人育成を行い，社会
的要請に応える研究・教育活動を推
進しているか。

ハ 　東北大学との連携講座の推進
　平成２１年１２月に締結した東北大学大学院医学系研究
科との協定に基づいて連携講座（先進成育医学講座）を設
置し，成育医療の研究・診療に従事する優れた専門人育成
を行い，成育医療の発展に向けた社会的要請に応える研
究・教育活動を推進する。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

４　教育研修事業

(１)質の高い医療・療育従事者の育成 【研修医の受入れ状況の推移】　

初期研修医

後期研修医

【指導医数・指導歯科医数】

指導医数

指導歯科医数

ロ　専門医の育成 【専門研修医の受入れ状況の推移】　

専門研修医

ハ 　東北大学との連携講座の推進 【東北大学との連携講座の受入れ状況（医科学専攻博士課程）】

胎児医学分野

小児血液腫瘍学分野

発達神経外科学分野

ニ　職員の資質向上への支援 【認定看護師・専門看護師数】

認定看護師

専門看護師

診療看護師

【新キャリア開発システム】

　レベルⅠ取得者 ２５人 １４人 １８人

　レベルⅡ取得者 １３人 ２３人 ２０人

　レベルⅢ取得者 １７人 １１人 １５人

　レベルⅢ更新者 ０人 　２人 　１人

　レベルⅣ取得者 ０人 　１人 　３人

　レベルⅣ更新者 ０人 　１人 ０人

【厚生労働省が新人に求める臨床実践能力の技術的側面の目標達成率】

【宮城県公務研修所主催研修受講状況】

主事･技師研修

主査級研修

主任主査級研修

班長研修

６人

令和元年度

２人

１９人

H31.4.1

令和元年度

令和2年度

H30.4.1

平成30年度

プライマリ・ケア（成人・老年）

新人の技術的側面平均目標達成率

- - １人

０人

１６人

令和2年度

２人

令和元年度

２人２人

令和元年度平成30年度

小児包括リハビリテーション医学分野

１４人

０人

２人

２人

令和元年度

１人

８５．７％

１４人

４人

- -

令和2年度

２人

３人

０人０人

１０人

４人

１８人 １９人

２人

１４人

平成30年度

８４．３％

平成30年度

２人

令和2年度

２人

０人

令和元年度

８４．１％

１人

令和2年度

平成30年度

０人

８人

０人

１人

感染管理

皮膚・排泄ケア

小児救急

２人

１人 ２人

認定看護管理者 １人

２人新生児集中ケア

小児看護

令和2年度

０人

０人

０人

４人

平成30年度

１８人

※ 令和２年４月１日現在の配置状況
　　小児科１３人，小児外科２人，産科１人，心臓血管外科１人，麻酔科２人，
　　歯科・小児歯科・歯科口腔外科・矯正歯科２人

R2.4.1

イ　質の高い臨床研修医（初期研修医）や後期研修医の育成
○　臨床研修医（初期研修医）の受入れ
　協力型臨床研修病院として，基幹型臨床研修病院に所属する
初期研修医の研修を受け入れた。
　初期研修医を受け入れている各科については，臨床研修に関
する省令に定められた人数を満たす指導医を配置した。
○　後期研修医（専攻医）の受入れ
　東北大学病院などと密接な連携及び人的交流を行いながら質
の高い研修を提供し，若手医師の育成に努めた。
○　臨床研修委員会において，指導医及びコメディカルによる後
期研修医の評価を行い，総合評価を院長（臨床研修委員長）か
ら本人にフィードバックした。同時に，後期研修医による指導医・
研修診療科の評価も行い，今後の臨床研修指導の参考とした。
○　教育病院として，医学中央雑誌Ｗｅｂ，メディカルオンライン，
ＵｐＴｏＤａｔｅ，クリニカルキー等を引き続き利用した。

４人 ４人

― １人 １人

○　平成２１年１２月に締結した東北大学大学院医学系研究科と
の協定に基づき連携講座（先進成育医学講座）を設置し，成育
医療の研究・診療に従事する優れた専門人育成を行い，成育医
療の発展に向けた社会的要請に応える研究・教育活動推進の
場を設けている。

○　看護師，薬剤師，医療技術職員及び事務職員等について，
各種学会，専門研修への参加，病院として必要な資格取得，自
己啓発研修の受講など，職員の資質向上に資する取組を積極
的に支援した。
○　毎年度，４月１日付けで採用した職員に対し，法人職員とし
て必要な知識を習得してもらうため，院内各部門の責任者等が
講師を務めて，「新規採用職員オリエンテーション」を開催した。
○　研修機会の少ない事務系職員の研修体制を充実・強化する
ため，県の公務研修所が実施している同県職員向けの研修事業
である「階層別研修」と「選択制研修」を受講できるよう県当局に
働きかけてきた結果，法人職員に対する当該研修の受講の道が
開かれた。
　令和元年度から，「階層別研修」の受講に取り組み，それぞれ
の職位に求められる必要なスキルと知識を習得し，効率的かつ
効果的な業務遂行能力の向上を図ることができた。

○　医療内容の高度化や増患対策等の課題に対応するため，
小児医療における各領域のサブスペシャリティ専門医を目指す
若手医師を積極的に受け入れ，当院独自の専門研修制度と関
連施設との協力体制の下に次世代の専門医を育成した。
○　指導医及びコメディカルによる専門研修医の評価を行い，総
合評価を院長（臨床研修委員長）から本人にフィードバックした。
同時に，専門研修医による指導医・研修診療科の評価も行い，
今後の臨床研修指導の参考とした。

平成30年度 令和元年度 令和2年度

― １人 ５人

― ３人 ５人

―
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

(2)地域に貢献する研修事業の実施
イ 　地域医療支援病院としての研修事業
　地域医療支援病院として，県内外の周産期・小児医療従
事者及び関係機関への教育的役割・情報発信的役割を果
たすため，地域医療連携推進計画に基づき，登録医療機
関の医師，登録医療機関職員，関係機関の職員に対し，講
演会，症例検討会等の地域医療研修会を年１２回以上開
催し，その充実を図る。

５　災害時等における活動

◇　防災マニュアルや事業継続計画
の見直し及び防災訓練の実施等，
災害時等への備えは図られている
か。

◇　防犯マニュアルに基づく訓練や
研修を実施するなど，安全管理体制
の徹底が図られているか。

ロ 　療育拠点施設としての研修事業
　療育拠点施設として，療育支援に必要な知識・技術の習
得，リハビリテーション人材の育成，関係機関との連携を
コーディネートできる人材の育成に繋がる取組として，療育
支援研修会，講習会を開催し，実習支援を行うなど，地域
の療育スタッフ等の資質向上を図る。

５　災害時等における活動

　災害，新型インフルエンザ等感染症等公衆衛生上
重大な危害が発生し又は発生しようとしている場合
には，関係機関との連携の下，迅速かつ適切な対応
を行うこと。また，災害等の発生に備えて，定期的に
防災マニュアルや事業継続計画の見直しを行うとと
もに，防災訓練等に努めること。

　災害，新型インフルエンザ等感染症（注３７）などの公衆
衛生上重大な危害が発生し又は発生しようとしている場合
には，迅速かつ適切に対応する。
　大規模災害が発生した場合に，迅速かつ的確な対応がで
きるよう，医療救護体制の整備及び関係機関との連携等に
ついて検討し，災害対策マニュアルを整備する。
　災害等の発生に備えて，定期的に防災マニュアルや事業
継続計画の見直しを行うとともに，防災訓練等に努める。
　防犯など安全対策については，防犯マニュアルに基づく
訓練や研修を実施するなど，安全管理体制の徹底に努め
る。

◇　療育に係る研修会等の開催に
より，地域の療育スタッフ等の資質
向上に取り組んでいるか。

◇　周産期・小児医療従事者等を対
象とした地域医療研修会の開催に
より，地域医療への貢献を行ってい
るか。

◇　開催回数は計画に掲げる目標
を達成しているか。
《目標値：地域医療研修会開催件数
年１２回以上》
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

(２)地域に貢献する研修事業の実施 【地域医療研修会】

イ 　地域医療支援病院としての研修事業

開催回数

【出張セミナー】

開催回数

ロ 　療育拠点施設としての研修事業 【療育支援研修会】

開催回数

【その他外部向け療育関係院外研修会】

　○　東北・北海道肢体不自由児施設療育担当職員研修会【H30，R1】

　○　全国肢体不自由児療育研究大会【R1】

　○　重症心身障害児者等医療型短期入所研修会【H30】

　○　重症心身障害児者等医療型短期入所コーディネート事業　

　　　 重心リンクナース研修（実技研修）【R1】

５　災害時等における活動

【備蓄】

災害用医薬品

患者用非常食

職員用非常食

【訓練実施状況】

支援学校合同訓練

消防訓練（秋季，春季）

防犯訓練

【災害対策関連会議・研修会の開催・参加状況】

７日分 ７日分

２日分 ３日分 ３日分

　○　医療的ケア推進事業実践者研修会【H30，R1】

平成30年度 令和元年度 令和2年度

７日分

１回 １回 ０回

平成30年度 令和元年度 令和2年度

２回 １回 ０回

※ ただし，令和２年５月１２日付け厚生労働省事務連絡により，新型コロナウイルス感染症の影響
を考慮し，延期又は休止等の措置が認められた。

平成30年度 令和元年度

― １回 １回

令和２年４月７日から令和３年３月２３日までの間に，計３０回開催。
［主な検討議題等］状況に応じた院内感染対策の検討及び実施，対象患者
の受入れに係る対応，職員の健康管理，感染対策物品の在庫状況及び対
応策，実習・研修受入れに係る対応，ワクチン接種事業に係る対応 等

宮城県災害医療従事者研修（R１，R２参加）

令和2年度

７日分 ７日分

令和2年度令和元年度

２４回 １９回

新型コロナウイルス
感染症対策本部会議

宮城県災害医療研修

４回

平成30年度

２回

７日分

○　地域医療支援病院として，高度で専門的な医療サービスを
提供するとともに，周産期・小児医療従事者及び地域関係機関
への教育的役割・情報発信的役割を果たすため，地域医療連携
推進計画に基づき，登録医療機関の医師・職員，関係機関の職
員に対し，地域医療研修会を開催した。
○　県外の中核病院に当院の高度な診療・療育内容を紹介し，
相互に顔の見える連携を築き，人的交流と患者紹介を促進する
ことを目的とした「宮城県立こども病院出張セミナー」を実施し
た。【H30，R1】
○　感染拡大防止に配慮した上での研修会の開催方法の一つと
して，オンライン研修会を導入し，実施した。【R2】

【地域医療連携研修会開催回数】
　H30 ：　対計画値の１５８．３％
　R 1  ：　対計画値の２００％
　R 2  ：　対計画値の３３．３％（ただし，右記特例措置あり）

○　療育拠点施設として，療育支援に必要な知識・技術の習得，
リハビリテーション人材の育成，関係機関との連携をコーディ
ネートできる人材の育成に繋がる取組を行い，地域の療育スタッ
フ等の資質向上を図った。
○　地域で患者及びその家族に関わるスタッフが医療・療育への
理解を深めることを目的とした療育支援研修会を開催した。
○　県教育庁主催の「医療的ケア推進事業実践者研修会」に医
師及び看護師を派遣し，教員の技術修得を支援した。【H30，R1】
○　「重症心身障害児者等医療型短期入所コーディネーターの
配置事業」の一環として行われた研修会に，パネリストとして看
護師を派遣した。【H30】
○　「重症心身障害児者等医療型短期入所コーディネート事業」
の一環として，短期入所事業を検討している施設の職員実習を
受け入れ，重症心身障害児へのケアについて実践を通して指導
した。【R1】

○　令和２年２月に発足した「新型コロナウイルス感染症対策緊
急会議」は，その後の感染拡大を受けて，令和２年４月に「新型
コロナウイルス感染症対策本部会議」へ発展的に移行し，定期
的に会議を開催して院内感染対策等の検討を行った。【R2】
○　「大規模災害時における事業継続の課題等調査・検討委員
会」（大規模災害ＷＧ）を設置し，大規模災害が発生した場合に
備えて具体的な対策等について検討した。【H30開始】
○　院内保育所の開設を受け，「保育園防犯マニュアル」を制定
した。【H30】
○　大規模災害の発生に備えて貯蔵する職員用非常食につい
て，計画に基づき補充を行い，３日分の備蓄を確保した。
〇　消防訓練を及び防犯訓練を計画的に実施した。令和２年度
は，新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から，参加人
数の縮小や密の回避を図り，実施した。

１回 １回 １回

２回 ２回

平成30年度 令和元年度 令和2年度
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　日常の医療・療育活動の中で把
握した患者ニーズを各業務に反映さ
せるなど業務改善に取り組んでいる
か。

◇　業務運営への職員の主体的な
参画を促す体制が整備されている
か。

(1)効率的・効果的な組織の構築
　当院の持つ機能・役割に即した効率的・効果的な組織を
構築する。
医療・療育ニーズや医療・療育を取り巻く環境の変化，業務
量等の変化に対応できる適正な職員配置に努める。
　職務遂行能力や適性を反映した職員配置を行う。

(3)職員の参画等による業務運営
　日常の医療・療育活動の中で把握した患者ニーズを各業
務に反映させるなど業務改善に取り組むとともに，業務運
営への職員の主体的な参画を促す体制を整備する。

(2)業務運営体制の強化
　経営企画部門を強化するとともに，事務職員の専門性向
上と組織活性化に取り組み，経営力の強化を図る。
　ＰＤＣＡマネジメント（注３８）による運営を徹底し，業務運
営体制の強化を図る。

１  効率的な業務運営体制の確立

　医療・療育環境の変化に的確かつ機動的に対応するた
め，組織体制の適切な構築，医療・療育体制と経営管理体
制の連携及び機能強化等により業務運営の改善や効率化
を推進し，業務運営体制の強化を図る。

　医療・療育環境の変化に的確かつ機動的に対応す
るため，組織体制の適切な構築等，医療・療育体制
と経営管理体制の連携及び機能強化により業務運
営の改善や効率化を推進し，業務運営体制の強化を
図ること。

第３  業務運営の改善及び効率化に関する目標 第３  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成する
ためにとるべき措置

１  効率的な業務運営体制の確立

◇　病院の持つ機能・役割に即した
効率的・効果的な運営が可能な体
制となっているか。

◇　医療・療育ニーズ等の変化に対
応できる適正な職員配置に努めて
いるか。

◇　職務遂行能力や適性を反映した
職員配置を行っているか。

◇　経営企画部門を強化するととも
に，事務職員の専門性向上と組織
活性化に取り組み，経営力の強化
が図られているか。

◇　ＰＤＣＡマネジメントによる運営を
徹底し，業務運営体制の強化が図
られているか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

(１)効率的・効果的な組織の構築 【職員採用等の状況】

採用者数

退職者数

(２)業務運営体制の強化 【オンライン研修（例）】

９月２４日～１２月２５日

演題１「診療報酬改定と施設基準について」

演題２「医療機関におけるリスクマネジメント～具体的な対応の方針～」

(３)職員の参画等による業務運営 【会議開催回数】

病院運営・管理会議 １２回 １４回 １４回

診療科長会議 １１回 １１回 １１回

部門長会議 １２回 １２回 １２回

【課題解決のために新設した検討委員会等（常設以外）の例】

【病院取組説明会（ｖｅｒ．２）】

開催日

演題・講師 （１）経営改善プロジェクト（谷関副理事長）

　　　（萩野谷副院長）

（６）働き方改革のデザインと実行（西村事務部長）

参加者数 １１７人（第１会場４２人，第２会場２人，ＴＶ聴講７３人）

１１月 ２５日

令和２年４月７日から令和３年３月２３日までの間に，計３０回開催。
［主な検討議題等］状況に応じた院内感染対策の検討及び実施，対象患者
の受入れに係る対応，職員の健康管理，感染対策物品の在庫状況及び対
応策，実習・研修受入れに係る対応，ワクチン接種事業に係る対応 等

（２）地域医療連携の推進／救急診療・集中治療体制の充実（虻川副院長）

令和元年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

６４人 ７０人 ７１人

５７人 ６１人 ５５人

（５）ＤＰＣマネージメント・チーム活動の推進
　　　／入退院センターの整備と運用促進
　　　／医療情報体制の整備と運用促進　（白根副院長）

　テーマ

平成30年度

（３）手術部・集中治療部運営の改善（川名副院長）

全国自治体病院協議会「事務長養成オンラインセミナー」

　視聴期間

○　当院の持つ機能・役割に即した効率的・効果的な組織を構
築するため，職務遂行能力や適性を反映した職員配置を行うと
ともに，医療・療育ニーズや医療・療育を取り巻く環境の変化，業
務量等の変化に対応できる適正な職員配置に努めた。

○　担当業務に応じた外部研修の受講による専門性の向上など
に取り組み，事務部門の強化を図った。
○　コロナ禍においては，オンライン研修等を活用した。
○　ＰＤＣＡサイクルを重視し，県の評価結果，病院機能評価の
評価結果等に対応した継続的改善に取り組み，業務運営体制の
強化に取り組んだ。

○　法令で設置が求められている安全対策委員会や感染対策
委員会を始めとした院内会議や委員会を常設し，これらに多くの
職員を参画させることで病院運営に関わる各種情報の共有を図
るとともに，各般の課題の整理と対応策の検討を通じて意識改
革を図り，医療の質の向上や病院運営の改善に繋げた。
○　院長・副院長会議等で提起された病院運営上の課題解決に
向け，職員を適材適所に配置するとともに，具体的な改善策を検
討するため，職種や職位を越えた職員で構成する検討会を行う
など，職員の意識改革やモチベーションの高揚に努めた。
○　院長・副院長会議が推進する「病院取組」が３年を経過し，当
初の目的をほぼ達成できたことを踏まえ，経営改善を主眼とする
「病院取組（ｖｅｒ．２）」を立ち上げた。【R2】
○　病院運営に関する重要事項を指示・伝達するとともに，各部
署の主要事項等の周知や意見交換等を行うほか，病院運営に
係る情報を共有することで業務改善等への活用に努めるため，
診療科長会議，部門長会議を定例的に開催した。また，当該情
報を電子掲示板に掲載し，全職員に周知した。

（４）拓桃園併設の活用／病院Ｚｏｏｍ活用と院内会議ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽの促進

新型コロナウイルス
感染症対策本部会議

令和2年度

１  効率的な業務運営体制の確立

第２  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するため
にとるべき措置

　研修会名
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

(1)　医療資源の有効活用
　病床利用率及び医療機器の稼働率の向上並びに
診療報酬制度等に対応した体制の整備を図る等，法
人が有する様々な人的・物的資源を有効に活用し，
収支改善を行うこと。
　特に，病床利用率の向上については，空床の有効
活用や県外の患者を含む患者の増加に向けた具体
的な行動計画を策定し，実行すること。

２  業務運営の見直し及び効率化による収支改善 ２　業務運営の見直し及び効率化による収支改善

　他の小児病院等との比較を通して，経営分析を行
うとともに，各種指標を活用し，法人の業務全般につ
いて最適化を図り，診療収入等の増収及び経費の節
減に取り組み，収支の改善を図ること。

　他の小児病院等との比較を通して，経営分析を行うととも
に，各種経営指標を活用し，法人の業務全般について最適
化を図り，収益の増加及び経費の節減に取り組み，収支改
善を図る。

◇　他の小児病院等との比較を通し
て，経営分析を行っているか。

◇　各種経営指標を活用し，収益の
増加及び経費の節減に努め，収支
改善が図られているか。

ロ　 医療機器の効率的な利用の推進による収支改善
　医療機器については，集中管理方式を徹底し，管理，点
検，修理等を適切に実施することにより，ダウンタイム（故
障・修理による使用不能時間）を減少させるとともに，維持
コストの削減に努める。
　医療機器の状態・状況により診療等が滞ることのないよう
に，経年劣化の状態や稼働状況等の把握に努める。

◇　診療報酬制度や障害福祉サー
ビス制度等の基準に適合した体制
を整備し，人的・物的資源の有効活
用が図られているか。

ハ 　診療報酬制度等に対応した体制の整備による収支改
善
　診療報酬制度や障害福祉サービス制度等の基準に適合
した体制を整備し，人的・物的資源の有効活用を図る。

イ　病床の効率的な利用の推進による収支改善
　病床の管理体制を充実させ，入退院予定情報，空床情報
等を集約して，緊急入院患者等が速やかに入院できる体
制を整える。
　患者数の増加に向けて，組織一丸となった具体的な行動
計画を策定し，関係機関との連携，広報活動の強化，救急
患者の受入れ等を積極的に推進する。
　病床利用率は，中期目標期間中に８０％以上の達成を目
指す。

(1)医療資源の有効活用
　法人が有する人的資源，物的資源及び情報資源を有効
に活用して，収支改善を図る。

◇　病床の効率的な利用が図られ
ているか。

◇　病床利用率は計画に掲げる目
標を達成しているか。
《目標値：中期目標期間中に病床利
用率８０％以上》

◇　医療機器のダウンタイムの減少
や稼働状況の把握に努め，効率的
な利用が図られているか。特に，高
額医療機器の稼働状況はどうか。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

(１)医療資源の有効活用

イ　病床の効率的な利用の推進による収支改善 【病床利用率，入院患者数，外来患者数等の推移】

【共用医療機器の故障率】

故障率

【補助金を活用した新型コロナウイルス感染症対策のための医療機器整備状況】

外来１日平均患者数

８８，７４６人

延入院患者数

令和元年度

９７，６６５人

宮城県新型コロナウイルス感染症を疑う患
者受入れのための救急・周産期・小児医療
体制確保事業

令和2年度

４００．３人

延外来患者数

１２．２日

超音波画像診断装置，移動型Ｘ線撮影装置ほか

５，２２５人

９６，８０７人

閉鎖循環式保育器，搬送用保育器，分娩監視装置
ほか

４０３．４人

７６．５％

１５５．７人

７４．３％

６５，５５０人

新規入院患者数

平成30年度

６４．６％

５６，８３６人

１７９．１人

１１．６日

病床利用率

令和元年度

５，５５０人

２　業務運営の見直し及び効率化による収支改善

○　法人が有する人的資源，物的資源及び情報資源を有効に活
用して，収支改善を図った。

○　病床の管理体制を充実させ，入退院予定情報，空床情報等
を集約して，緊急入院患者等が速やかに入院できる体制を整え
た。
○　患者の集中化が予測された病棟について，内科系患者を他
病棟に分散した。休日の予定入院の実施診療科が増加し，該診
療科の患者の入院期間が短縮され，また，休日の病床利用の向
上に繋がった。【H30】
○　入退院に伴う患者窓口の一元化と，患者の視点に立ったき
め細かな入退院支援を実践し，患者サービスを向上させることを
目指して，１月に「入退院センター」を設置した。【R1】
○　　ＩＣＵの増床（８床化）を受け，病床の有効活用のためのベッ
ドコントロールについて新たな方針を定めた。【R1】
○　「宮城県救急搬送情報共有システム」に参入し，救急患者の
迅速な受入れ体制を強化した。【R1】
○　新型コロナウイルス感染症の対応では，県における入院協
力医療機関として，小児の重症患者及び中等症患者を受け入れ
る体制を整備した。最大で４床を新型コロナウイルス感染症専用
として確保し，小児一般病棟への陽性患者入院に際しては，周
辺の病床を休床として対応した。
　診療制限や救急患者受入れの再配分が必要となったが，各診
療科と病棟が協力し，柔軟に対応した。【R2】

【病床利用率】
　H30 ：　対計画値の９８．１％
　R 1  ：　対計画値の９４．１％
　R 2  ：　対計画値の８０．８％

人工呼吸器（及び付帯する備品），体外式膜型人工
肺，簡易陰圧装置

宮城県感染症検査機関等設備整備事業 全自動遺伝子解析装置（ＰＣＲ装置）

生体情報モニタほか

ロ　 医療機器の効率的な利用の推進による収支改善

４，３０４人

６７，２５７人

宮城県新型コロナウイルス感染症患者入院
医療機関設備整備事業

入院１日平均患者数

３６５．２人

１１．１日平均在院日数

０．３　％ ０．３９　％ ０．１５　％

平成30年度

宮城県新型コロナウイルス感染症重点医療
機関等設備整備事業

令和2年度

１８４．３人

インフルエンザ流行期における新型コロナウ
イルス感染症疑い患者を受け入れる救急・
周産期・小児医療機関体制確保事業

○　ＭＥセンターにおいて一元管理しているパルスオキシメー
ター，ネブライザーの更新が終了し，消耗品等輸液ポンプ及びシ
リンジポンプについて，輸液管理用と経管栄養用の運用を分け
ることにより，効率的に本来の輸液管理目的での使用ができるよ
うに改善を図った。また，ダウンタイム（故障・修理による機器使
用不能期間）が減少し，効率的な運用に繋がった。
○　特定保守管理医療機器（人工呼吸器，人工心肺装置，補助
循環装置，血液浄化装置，閉鎖式保育器，除細動器，放射線部
門の医療機器）については，日常点検及び専門業者による保守
点検を行った。点検結果に基づき，突発的な故障による診療へ
の影響を避けるため，計画的に部品の交換と修理を行い，ダウ
ンタイムの減少に努めた。
○　部署別に配置している機器で修理の必要性が生じた場合
に，機器の再配分を行うなど，医療機器の効率的な利用に努め
るとともに，修理費を抑えた運用を行った。
○　新型コロナウイルス感染症患者及び疑い患者の受入れ時に
想定される医療機器不足に対応するため，新型コロナウイルス
感染症緊急包括支援交付金等（補助金）を活用し，整備した。

○　人的・物的資源の有効活用を図り，診療報酬制度や障害福
祉サービス制度等の基準に適合した体制を整備し，収益改善に
努めた。

ハ　診療報酬制度等に対応した体制の整備による収支改善
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　購入価格及び材料費比率の抑
制に努めているか。

◇　棚卸しを行い，適正な在庫管理
をしているか。

◇　後発医薬品の導入を推進すると
ともに，価格交渉に注力し適正価格
による購入に努めているか。

ロ 　適正な職員配置及び業務委託の見直しによる節減
　業務量に対応した適正な職員配置，業績を適切に反映す
る人事評価制度の活用，知識と経験のある退職者の再任
用等の人材活用の促進等により，人件費率の低減を図る。
　業務委託については，業務委託内容の見直しや競争性
の確保等により，委託金額及び委託費比率の低減を図る。
　人件費及び経費については，医業費用に占める割合が
高いことから，定量的目標を定め，人件費比率と委託費比
率とを合計した率の抑制等に向けて業務を遂行する。

◇　適正な職員配置に努めるととも
に，業務委託内容の見直しなどによ
り，人件費比率や委託費比率の抑
制に努めているか。

◇　人件費及び経費について，定量
的目標を定め，人件費比率と委託
費比率とを合計した率の抑制等に
努めているか。

(2)収益確保の取組
　新たな診療報酬の取得可能性やＤＰＣの係数向上等につ
いて診療データを基に具体的に検討し，提供する医療・療
育サービスとその提供体制に見合った収益を確保する。
　収益確保に係る制度や算定状況に関する職員の理解を
深め，また，診療報酬制度改定や障害福祉サービス等報
酬改定への対応を迅速かつ適切に行い，事業収益の確保
に取り組む。
　診療報酬等の請求漏れの防止及び未収金発生の防止と
早期回収に取り組む。

(3)　業務運営コストの節減等
　経費節減のため，医療材料・医薬品等の適切な管
理を行うとともに，必要に応じて購入・管理方法の見
直しを行うこと。
　また，適正な職員配置及び業務委託の見直しを通
じて，医業収益に占める人件費比率と委託費比率と
を合計した率を抑制すること。
　特に，人件費及び経費については，医業費用に占
める割合も高く，経営に与える影響も大きいことか
ら，定量的目標を策定し，目標達成に向けて的確な
業務の遂行にあたること。

(3)業務運営コストの節減等
　医療材料・医薬品等の適切な管理，必要に応じた購入・
管理方法の見直し，適正な職員配置，業務委託の見直し
等により，経費の節減を図る。

イ　 医療材料・医薬品等の適切な管理による節減
　医薬品，医療消耗備品等の材料の購入については，競
争性の確保，適切な在庫管理，契約品目数の標準化及び
必要に応じた購入・管理方法の見直し等に努め，購入価格
及び材料費比率の低減を図る。
　棚卸資産の効率的な活用を図るため，月ごとに棚卸しを
行い，過剰な在庫や使用期限の到来による廃棄が生じな
いよう徹底する。
　医薬品については，診療報酬算定基準に対応し，後発医
薬品の導入を推進するとともに，適正価格による購入に向
けて価格交渉に注力する。

(2)　収益確保の取組
　レセプトなどのデータ把握等により，新たな診療報
酬の取得可能性やＤＰＣの係数向上等について検討
するとともに，診療報酬制度改定や障害福祉サービ
ス等報酬改定への対応を迅速に行い，事業収益を確
保すること。
　また，診療報酬等の請求漏れの防止並びに未収金
発生の防止及び早期回収に努めること。

◇　診療データ等を基に，新たな診
療報酬の取得可能性やＤＰＣの係数
向上等について検討しているか。

◇　診療報酬制度改定や障害福祉
サービス等報酬改定への対応を迅
速に行い，事業収益の確保に取り
組んでいるか。

◇　診療報酬等の請求漏れ防止，
未収金発生防止・早期回収等の取
組は十分か。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

(２)収益確保の取組 【ＤＰＣマネージメントチーム取組事項（例）】

【施設基準の取得状況（新規）】

【新規取組事項】

(３)業務運営コストの節減等

イ　 医療材料・医薬品等の適切な管理による節減 【医業収益に対する材料費の割合の推移】　

材料費

材料費比率

【人件費・委託費の推移】　

人件費

委託費

人件費＋委託費

【医業収益に対する人件費・委託費の割合の推移】　

人件費比率

委託費比率

ハ　修繕費の節減

８５．２％

７１．６％

令和元年度

令和元年度平成30年度

１７．５億円

４７．５億円 ５０．３億円

６２．０億円５８．３億円

１６．９％

６９．５％

１１．７億円

７７．０％

５０．７億円

２５．６％ ２５．４％

人件費比率＋委託費比率 ９３．９％

令和2年度

令和2年度

１１．１億円

８８．３％

平成30年度 令和元年度

１５．７％ １６．７％

１０．８億円

令和2年度

１７．８億円 １８．５億円

【H30】
○　アレルギー負荷試験入院の運用方法の見直し
○　小児入院医療管理料１（拓桃館２階病棟）の本格稼動
○　急性期看護補助体制加算の取得
○　医療機器安全管理料１の取得
【R1】
○　入退院センターの設置に向けて，組織体制，設置場所，業務内容等について検討し，
　　１月に入退院センターを設置，入退院支援加算を取得した。
【R2】
○　入退院センターが本格的に稼働し，入院当日の受付時間の短縮のため，入院申込書の
　関係書類の見直しを行い，入院申込書と誓約書を１枚に集約した。
○　新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いに対応して，次の診療
　報酬を算定した。（二類感染症患者入院診療加算，乳幼児感染予防策加算，看護配置加算
　（特定集中治療室管理料・看護配置２対１））

【H30】
急性期看護補助体制加算，感染防止対策加算１　抗菌薬適正使用支援加算，乳線炎重症化予
防・ケア指導料，医療機器安全管理料１，在宅経肛門的自己洗腸指導管理料，冠動脈ＣＴ撮影加
算，小児鎮静下ＭＲＩ撮影加算，人工肛門・人工膀胱造設術前処理加算，凍結保存同種組織加
算，小児運動器疾患指導管理料
【R1】
骨髄微小残存病変量測定，入退院支援加算，重症心身障害児基本報酬
【R2】
無心体双胎焼灼術，胎児輸血術，選定療養費（紹介状なしの初診に係る特別料金）

２８．０％

平成30年度

【H30】
診療費のコンビニ払いの導入，会計窓口混雑時の窓口案内の導入，自動精算機の追加導入の検
討，重症患者の迎え搬送の検討，リニアック有効利用の検討，宮城県救急搬送情報共有システム
の導入準備
【R1】
消費税増税に際する手数料の見直し，新たな医療情報システムの稼動に向けた課題整理と診療
代金の自動算定方法等の検討
【R2】
新型コロナウイルス感染症拡大防止策として「電話診療」を開始（年度合計２，７５７件）
新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から，関係書類の受領方法や診療代金の請求方
法，また，その説明方法などを検討

６１．８億円

○　医薬品費については，高額医薬品の使用量の増加により材
料費が上昇しているものの，採用医薬品の見直し，見積合わせ
による競争性の強化，全品目の値引き交渉，管理方式の見直
し，在庫の圧縮，外来院内処方の見直し等を実施するとともに，
信頼性の確保や供給の問題が少ない後発医薬品を積極的に採
用するなど，経費の節減に努めた。
○　診療材料費については，一括調達方式により，スケールメ
リットを生かした価格交渉を実施した。また，取扱い品目の同種
同効品の整理，取扱い品目の見直し，在庫圧縮等を実施し，経
費の節減に努めた。

ロ 　適正な職員配置及び業務委託の見直しによる節減

○　業務量等に対応した適正な職員配置を行った。また，豊富な
経験と知識を有する退職者を再任用したことにより，人件費の抑
制面においても一定の効果が得られた。
○　業務委託については，業務委託内容の見直しに取り組み，
競争性を確保して，委託費の適正化に努めた。

○　施設・設備については，安全の確保及び良好な環境の維持
のために適切に管理するとともに，予防保全の観点から中期修
繕計画に基づき計画的に修繕を行い，修繕費等の節減に努め
た。
○　医療機器については，保守管理の適切な実施により安全管
理の向上を図るとともに，計画的な機器更新による故障率の低
下や部署間の機器の再配分を行うなど，修繕費の節減に努め
た。

○　新たな診療報酬の取得可能性やＤＰＣの係数向上等につい
て，診療データを基にＤＰＣマネージメントチームで検討し，提供
する医療・療育サービスとその提供体制に見合う収益確保に努
めた。
○　収益確保に係る制度や算定状況に関する職員の理解を深
め，また，診療報酬制度や障害福祉サービス等報酬制度への対
応を適切に行った。
○　第三次医療情報システムを活用して，適切な診療報酬の算
定に努めた。
○　新型コロナウイルスへの対応として，電話診療を開始し，感
染防止に配慮した診療体制とした。【R2】
○　診療費のコンビニ払いを導入し，支払いの利便性の向上を
図った。【H30】
○　会計窓口の患者サービスの向上を目的に，自動精算機の追
加導入と，窓口混雑時の窓口案内を開始した。【H30】
○　未収金について，新規未収金の発生防止，管理の厳正化，
既存未収金の回収強化及び支払相談の実施に取り組んだ。
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　各事業年度に係る業務の実績
等に関する評価の結果や平成２８年
度に実施された宮城県包括外部監
査の結果等を業務改善に積極的に
反映しているか。

◇　病院機能評価の受審・認定を通
じて，業務改善や病院機能の向上
が図られているか。

(5)　外部評価の活用等
　各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の
結果や平成２８年度に実施した包括外部監査の結果
等を業務改善に反映させること。

◇　月次決算を行うとともに，医療情
報システムや地方公営企業決算状
況調査の調査結果等を活用した財
務分析を実施することにより，経営
改善に取り組んでいるか。

(5)外部評価の活用等
　各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の結果や
平成２８年度に当院で実施された宮城県包括外部監査の
結果等を業務改善に積極的に反映する。
　公益財団法人日本医療機能評価機構の病院機能評価の
受審・認定を通じて，継続的な質改善活動に取り組み，業
務改善や病院機能の向上を図る。

(4)　財務分析の実施
　会計処理を適切に行うとともに，医療情報システム
や地方公営企業決算状況調査の調査結果等を活用
して詳細な財務分析を行い，経営の効率化に努める
こと。

(4)財務分析の実施
　会計処理を適切に行うとともに，医療情報システムを活用
して財務分析を行い，経営の効率化を図る。
　地方公営企業決算状況調査の調査結果等を活用して，
他の医療・療育機関の経営情報を集積し，経営の効率化
に資する。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

ニ　廃棄物の適切な分別・処理による節減 【廃棄物処分量】　

ホ　ＥＳＣＯ事業の推進による節減 【光熱水費の節減目標と実績】

エネルギー使用量の基準値 平成２２年度実績値

エネルギー使用量の目標値 基準値の７．７％削減

令和元年度実績値 目標値を３．３％超過

令和２年度実績値（速報値） 目標値を０．２％超過

(４)財務分析の実施

(５)外部評価の活用等 【病院機能評価認定状況】

バージョン 機能評価種別版評価項目３ｒｄＧ：Ｖｅｒ．２．０

機能種別

認定期間 平成３０年１１月１日から（５年間）

※ 初回認定は，平成２５年１１月１日。今回は，認定２回目。

受審日

審査結果 Ｓ評価３項目，Ａ評価７７項目，Ｂ評価９項目，Ｃ評価なし

Ｓ評価項目 ［１．６．３］　療養環境を整備している

［２．１．１２］　多職種が協働して患者の診療・ケアを行っている

［３．２．４］　手術・麻酔機能を適切に発揮している

　「Ｓ」秀でている。　「Ａ」適切に行われている。

　「Ｂ」一定の水準に達している。　「Ｃ」一定の水準に達しているとは言えない。

１３５．７トン

１，９４４ｋｌ

平成30年度 令和元年度

１５２．６トン

１，８８６ｋｌ

事業系一般廃棄物（機密文書を含む） １５０．４トン

令和2年度

平成３０年９月２６日・２７日訪問審査

一般病院２（主として，二次医療圏等の比較的広い地域において急性期医療を中
心に地域医療を支える基幹的病院）

１０３．９トン １０３．５トン ９１．２トン感染性・非感染性廃棄物

○　月次決算を行い，毎月の財務状況を把握するとともに，経営
指標に基づく財務分析を実施し，病院運営・管理会議，部門長会
議，診療科長会議等において，その状況を報告し，経営状況を
周知するとともに，経営を考慮した業務運営に努めた。

○　県の「業務実績に関する評価結果」，公益財団法人日本医
療機能評価機構の病院機能評価の評価内容等を活用し，業務
改善や病院機能の向上に取り組んだ。
○　公益財団法人日本医療機能評価機構の病院機能評価の認
定の更新に向けて，病院機能評価受審準備チームを立ち上げ，
質改善活動に取り組み，病院機能の向上を図った結果，良好な
評価結果を得て更新認定された。評価項目のうち，３項目につい
てＳ評価を獲得した。【H30】
○　病院機能評価については，機能評価受審対策チームと各所
属・担当者が連携し，「認定期間中の確認（期中の確認）」に取り
組み，現状確認や自己評価等を計画的に実施した。【R2】

２，０４０ｋｌ

１，８８２ｋｌ

○　法令に基づき，事業ごみの適正処理に努めた。
○　院内感染を防止する観点から，感染性廃棄物の保管容器と
回収方法等を見直した。【H30】
○　廃棄物処分単価に着眼し，複数年契約（更改可能な自動更
新契約）により，廃棄物処分コストの増加への対策を行った。
【H30】
○　廃棄物の適切な分別を推進するため，職員への注意喚起を
行った。
○　電子マニフェストを導入し，効率的な運用ができるよう，運用
改善に努めた。【R2】

○　高効率ボイラー，ヒートポンプチラー，ＢＥＭＳ装置（ビルエネ
ルギー管理システム），井水ろ過装置で構成されるＥＳＣＯ事業
を引き続き運用し，エネルギー消費の節減，ＣＯ２の削減，災害
時の飲料水の確保に努めた。
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

１　限度額
　５億円とする。 ◇　短期借入金について，借入理由

や金額は適正か。

◇　計画はないため，評価省略。

◇　評価項目なし。

◇　計画はないため，評価省略。

第８　剰余金の使途

　決算において剰余金が生じた場合は，将来の病院建物
の大規模修繕，改築，医療機器の整備などに充てる。

第９　積立金の処分に関する計画

　「第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
るためにとるべき措置」で定めた計画を着実に実施すること
により，財務内容の改善を図り，平成３２年度までに，経常
収支比率１００％以上，医業収支比率６８．０％以上の達成
を目指す。

２　収支計画
　別紙２のとおりとする。

第４　財務内容の改善に関する目標

　第４期中期目標期間の最終事業年度終了後，地方独立
行政法人法第４０条第４項に該当する積立金があるとき
は，将来の病院建物の大規模修繕，改築，医療機器の整
備等に充てる。

第４　予算，収支計画及び資金計画

１　予算
　別紙１のとおりとする。

　「第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標」
で定めた事項に配慮した中期計画の予算を作成し，
当該予算による運営を実施することにより，平成３２
年度までに経常収支比率を１００％以上とすること。

第５　短期借入金の限度額

◇　積立金の使途は適正か。

＜　省　略　＞

２　想定される理由
　医療機器の更新及び施設の修繕等を想定した資金繰資
金の支払に対応するため。

第７ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に
供する計画

◇　剰余金が生じた場合，その使途
は適正か。

◇　財務内容について，中期計画に
掲げる目標の達成に向けて取り組
んでいるか。
《目標値：平成３２年度までに経常収
支比率１００％以上，医業収支比率
６８．０％以上》

◇　収支計画等について，計画と実
績を比較して乖離が生じていない
か。生じている場合，その理由は合
理的なものか。

３　資金計画
　別紙３のとおりとする。

第10　料金に関する事項

　中期目標期間中の計画はない。

第６　出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産
の処分に関する計画

　中期目標期間中の計画はない。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

第３　予算，収支計画及び資金計画／第４　短期借入金の限度額／第５　出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画／

第６　前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画／第７　剰余金の使途／第８　積立金の処分に関する計画

【経常収支比率及び医業収支比率】

経常収支比率

　 　 医業収支比率

【短期借入金の借入状況】

○　短期借入金はなかった。

○　計画はなかった。

○　計画はなかった。

○　計画はなかった。

なし なし借入金総額 なし

７２．６％ ６９．３％

令和元年度

―借入先 ― ―

―

【経常収支比率】
　H30 ：　対計画値の１０２．８％
　R 1  ：　対計画値の１０３．２％
　R 2  ：　対計画値の９９．９５％

【医業収支比率】
　H30 ：　対計画値の９９．３％
　R 1  ：　対計画値の１０３．９％
　R 2  ：　対計画値の９７．７％

○　中期計画「平成３２年度までに，経常収支比率１００％以上，
医業収支比率６８．０％以上の達成を目指す」を，令和元年度に
達成した。

第８　積立金の処分に関する計画

―

令和2年度

平成30年度

９９．７％

令和2年度

９９．９５％１０３．２％

借入期間 ―

７４．８％

※ 令和元年度に，医業収支比率の計算式を見直し，過年度実績も改めた。
　厚生労働省に従い，「医業収益÷医業費用」を用いる。

平成30年度

令和元年度

第３　予算，収支計画及び資金計画

第４　短期借入金の限度額

第５　出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処
分に関する計画

第６　前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画

第７　剰余金の使途

○　利益剰余金は生じなかった。
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　メンタルヘルスケア等を実施し，
日常業務の質の向上に取り組んで
いるか。

◇　職員のニーズに対応した院内保
育所の運営等，職員のワークライフ
バランスに配慮し，良好で快適な就
労環境の整備や維持に努めている
か。

◇　人材の育成のため，研修や組
織の活性化と職員のキャリア形成に
資する人事ローテーションが実施さ
れているか。

(1)人事に関する方針
　高度な専門知識と技術に支えられた良質で安全な医療・
療育を提供するため，中長期的な視点の下，適切な人員を
計画的に確保・配置する。
　中期目標の初年度における常勤職員定員を５２５人とす
る。
　多様化する業務に対応し，豊富な経験と知識に裏打ちさ
れたノウハウ（注３９）を活用するため，退職者の再任用等
を促進する。
　障害者雇用率の達成に向けて，障害者雇用を推進する。

第11　その他業務運営に関する重要目標を達成するため
にとるべき措置

◇　良質で安全な医療・療育を提供
していくため，中長期的な視点の
下，適切な人員を計画的に確保・配
置しているか。

◇　退職者の再任用等を促進してい
るか。

◇　障害者雇用率の達成に向けて，
どのような手法により障害者雇用を
推進しているか。
《目標値：法定雇用率》

第５  その他業務運営に関する重要目標

　県民のニーズに的確に対応しつつ業務運営の一層
の効率化を図り，かつ，高度な専門知識と技術に支
えられた良質で安全な医療・療育を提供するため，
中長期的な視点の下，適切な人員を計画的に確保
し，専門性の向上及び組織の活性化に配慮した人材
の育成に努めること。
　また，業務・業績に対するより適切な人事評価を含
む人事制度の確立等により，職員のモチベーションを
高めていくための取組を進めること。

１　人事に関する計画

(3)適切な人事評価の実施等
　人事評価制度による適切な人事評価を行うとともに，法
人運営及び病院運営への参画促進など，職員のモチベー
ションの高揚や意識改革に繋がる取組を推進する。

(2)人材育成に関する方針
　教育研修事業の充実や臨床研究支援体制の充実によ
り，職員一人一人の専門性の向上を図る。
　外部研修機関が実施する研修事業等を活用し，人材の
育成を図る。
　組織の活性化と職員のキャリア形成に資する人事ロー
テーションを実施する。

１　人事に関する計画

◇　人事評価制度による適正な人
事評価を行っているか。

◇　職員のモチベーションの高揚や
意識改革に繋がる取組がなされて
いるか。

　定期的に職員の満足度調査及びメンタルヘルスケ
アを実施する等，日常業務の質の向上を図ること。
　職員のワークライフバランスを推進するため，多様
な雇用形態を導入するとともに，職員のニーズに対
応した院内保育所の運営に努め，職員が安心して働
くことができる就労環境を整備すること。

　　日常業務の質の向上を図るため，職員の心身の健康状
態を把握し，メンタルヘルス不調の早期発見と未然防止に
活用するメンタルヘルスケア（注４０）等を実施する。
　多様な雇用形態を導入するとともに，職員のニーズに対
応した院内保育所の運営等の子育て支援を充実するな
ど，職員のワークライフバランス（注４１）に十分に配慮し，
職員が健康で，生きがいを持って業務を遂行できる良好で
快適な就労環境を整備する。

２　職員の就労環境の整備 ２　職員の就労環境の整備
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

１　人事に関する計画

(１)人事に関する方針 【医師・看護職員等の職員数推移（常勤役職員）】

歯科医師

後期・専門研修医

看護師・助産師

【再任用職員数】

【障害者雇用率】

(２)人材育成に関する方針 【職員研修体系】

【宮城県公務研修所主催研修受講状況】

主事･技師研修

主査級研修

主任主査級研修

班長研修

(３)適切な人事評価の実施等

２　職員の就労環境の整備

【産業医による健康相談・メンタル相談（実人数）】　

健康相談件数（本人）

【看護師離職率の推移】

【院内保育所の概要】

まほうのもり保育園

建　物　　木造平屋　２１８．６９㎡

諸　室　　乳児室２室，保育室２室，事務室，調理室

２４人以内で各年度理事長が決定する。

通常保育利用者数１９人，一時保育延べ利用者数３１人

４．９％

R2.3.31

H31.3.31

１８人 １５人

２人

５人

令和2年度

５人

R3.3.31

技　　術　　系

R3.3.31

平成30年度 令和元年度

１人―

５９人 ６３人

１５人

３１７人

３人 ５人

―

―

１人― １人

１人

３１５人

６６人

平成30年度

１０．７％

２人

２．１８％
障害者雇用率
（６月報告時点）

７人 ７人

令和2年度

H31.3.31

事　　務　　系

名　　　称

入所対象

２．５０％

９人

１０人

４人 ４人

医師（研修医を除く）

職　種

２人

３人

職　種

１．７６％

２．５０％ ２．５０％

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

職場研修

２人

法人研修 一般研修

全国平均（正規雇用） 未公表１１．５％

平成30年度 令和元年度 令和2年度

０件 １件 １人

こども病院 ７．２％ ７．４％

定　　　員

利用実績（R2）

平成30年度 令和元年度 令和2年度

宮城県立こども病院の職員が養育する０歳児（満８週間）～小学校入学前の乳幼
児のうち，家庭・その他で保育すべき者がいないなど保育園で保育が必要と認めら
れる者

○　職員の資質の向上並びに勤務能率の発揮及び増進を図り，
もって法人業務の円滑な推進に資することを目的として，平成３
０年７月に職員研修実施要綱を制定し，職員研修を体系化する
とともに，理事長と院長の責務及び各所属の研修推進員の役割
を明確にした。
○　職員の資質の向上並びに勤務能率の発揮及び増進を図り，
法人業務の円滑な推進に資することを目的とし，平成３１年４月
に施行した「職員研修規程」に基づき，研修を体系化し，継続的
かつ効果的な推進を図った。
○　研修機会の少ない事務系職員の研修体制を充実・強化する
ため，県の公務研修所が実施している同県職員向けの研修事業
である「階層別研修」と「選択制研修」を受講できるよう県当局に
働きかけ，法人職員に対する当該研修の受講の道が開かれ，受
講した。
○　宮城県公務研修所主催の研修のほか，東北自治研修所主
催の目的別研修や社会福祉協議会主催の管理者研修受講に努
め，職員の育成を図った。

○　職員の業績や能力を給与等にきめ細かく反映させるため，
人事評価制度を適切に実施した。また，その実施過程において，
所属長が職員と個別に面談を行い，病院運営上の課題や業務
上の課題などの情報の共有化を図り，職員のモチベーションの
高揚や意識改革に繋げた。

法人業務の円滑な遂行に必要な専門的・実務的知識や専門技術
等を修得させることを目的に，理事長が行う研修又は他の研修機関
等に派遣して行う研修

メンタル相談件数（本人）　

年次区分

種　類

職員の日常業務を通じて，その職務を遂行する上で必要な知識や技術等を修得さ
せることを目的に，院長が行う研修

１６件 １６件 １４件

職員として必要な一般的知識等を修得させることを目的に，理事長
が行う研修又は他の研修機関等に派遣して行う研修

特別研修

実雇用数

施設規模

９人

４人 ４人

法定雇用率

達成に必要な人数

令和元年度

R2.3.31

３２０人

１０人

１．６７％
（12月時点
２．６４％）

○　高度な専門知識と技術に支えられた良質で安全な医療・療
育を提供するため，専門性の向上に配慮した人材の確保と適正
配置に努めるとともに，効率的な組織運営に努めた。
○　質の高い医療・療育サービスの提供に対応できる看護師を
確保するため，就職セミナーへの参加やオープンホスピタルを通
じて当院の情報と働きやすい職場であることを発信し，採用予定
者の確保に努めた。コロナ禍の令和２年度は，代替手段として，
養成機関への通知や求人サイトへの登録などを実施した。
○　多様化する業務に対応し，豊富な経験と知識に裏打ちされ
たノウハウを活用するため，退職者を再任用した。
○　法定雇用率の達成に向け，引き続き，募集活動及び職場へ
の定着支援を進めた。

【障害者雇用率】
　H30 ：　対計画値の７０．４％
　R 1  ：　対計画値の８７．２％
　R 2  ：　対計画値の１０５．６％（１２月）

○　職員に安全で快適な労働環境を提供するとともに，職員の
健康と福祉の増進を図るため，安全衛生委員会を開催した。
○　職員の健康状態を把握するため，全職員を対象に定期健康
診断を実施したほか，希望者に対し，簡易がん検診等を実施し
た。
○　職員の心身の健康状態の向上を図るため，産業医による健
康相談を定期的に実施したほか，過重な労働負担に起因する
脳・心臓・精神疾患等の発症を予防するため，時間外労働時間
の多い職員に対し，産業医による面接指導を実施した。
○　多様な雇用形態の導入，子育て支援の充実など，職員の
ワークライフバランスに十分に配慮し，職員が健康で，生きがい
を持って業務を遂行できる良好で快適な就労環境を整備するた
め，平成３０年４月に，院内保育所を開園し，職員のニーズに対
応した運営に努めた。

第９　その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとる
べき措置
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中期目標(平成３０～令和３年度) 中期計画　(平成３０～令和３年度) 評価の視点

◇　必要な医療機器，医療情報シス
テム及び施設設備の更新・整備を，
費用対効果，県民のニーズ，財務状
況等を勘案して，財源を含む投資計
画に沿って行っているか。

◇　医療情報システムの更新，第三
次医療情報システムの構築を計画
的に行っているか。

◇　電子カルテシステムを中心とし
た医療情報システムの業務の標準
化及び運用改善を推進しているか。

◇　電子カルテシステムと医療機器
の情報連携を推進するなど，効率的
な活用が図られているか。

３　医療機器・施設整備に関する事項 ３　医療機器・施設整備に関する計画

　医療機器，医療情報システム及び施設の整備につ
いては，費用対効果，県民のニーズ，医療技術の進
展等を総合的に勘案し，財源を含め投資計画を策定
し，計画的な更新・整備を行うとともに，その効率的な
活用を図ること。
　特に，施設整備については，こども病院開院後，１５
年以上経過することから，１０年以上の中長期的な大
規模修繕を視野に入れた整備計画を策定し，計画的
に実施すること。

(1)医療機器・施設整備計画
　医療機器，医療情報システム及び施設の整備に当たって
は，その目的，費用対効果，県民のニーズ，医療技術の進
展等を総合的に勘案して，財源を含む投資計画に基づき更
新・整備する｡
　中期目標期間中に整備する医療機器，医療情報システ
ム及び施設に関する計画は，別紙４のとおりとする。

◇　施設整備について，１０年以上
の中長期的な大規模修繕を視野に
入れた整備計画を策定し，計画的に
実施しているか。

(3)大規模修繕計画の策定
　施設整備については，１０年以上の中長期的な大規模修
繕を視野に入れた整備計画を策定し，計画的に実施する。

(2)医療情報システムの整備・効率的活用
　中期目標期間における医療情報システムの更新，第三次
医療情報システムの構築を計画的に行う。
　電子カルテシステムを中心とした医療情報システムの業
務の標準化及び運用改善を推進する。
　電子カルテシステムと医療機器の情報連携を推進するな
ど，効率的な活用を図る。
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業務実績の参考となる指標等暫定評価期間（平成３０～令和２年度）業務実績

３　医療機器・施設整備に関する計画

(１)医療機器・施設整備計画 【財源別医療機器整備状況】

令和2年度 整備した医療機器 （税込）

（税込）

（税込）

（税込）

令和元年度 整備した医療機器 （税込）

　 （税込）

（税込）

平成30年度 整備した医療機器 （税込）

（税込）

（税込）

【補助金を活用した新型コロナウイルス感染症対策のための医療機器整備状況（例）】

(２)医療情報システムの整備・効率的活用 【医療情報システム整備事業進捗状況】

(３)大規模修繕計画の策定 【大規模修繕事業実施状況】

施設エネルギー管理定期報告会（総括） 建物・設備点検の年次報告

施設エネルギー管理定期報告会（月例） 建物・設備点検の月次報告

中期修繕計画書の更新（Ｒ２～Ｒ７） 建築費，電気・衛生・空調設備費

事業内容事業等の名称

年  １回

年１２回

随時

開催回数

第三次医療情報ｼｽﾃﾑ運用 第三次医療情報ｼｽﾃﾑ運用 令和２年度実施

業務委託（ｺﾝｻﾙ）導入③

実施時期

詳細仕様作成，入札，契約
業務委託（ｺﾝｻﾙ）導入②

平成３０年度実施
第三次医療情報システム・契約

第三次医療情報ｼｽﾃﾑ構築
第三次医療情報システム・構築

令和元年度実施

業務委託（ｺﾝｻﾙ）導入① 平成２９年度実施調査分析，概略仕様作成

実施内容

○　医療機器については，医療機器委員会での審議・決定を経
て策定した医療機器整備計画に基づき，各部署からのヒアリン
グによる情報収集，仕様書の作成等を適切に行った上，順次，
適切に入札を行うなど計画的な調達・整備を図った。
○　中期修繕計画に基づき，屋上防水改修等工事を実施した。
【Ｈ30】
○　「政府調達に関する物品等又は特定役務の調達手続の特例
を定める規程」を整備し，適切に入札を実施した。【R1】
○　令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援金等
（補助金）を活用し，感染対策上必要な医療機器等の整備を適
切に行った。【R2】

起　 　 債 ８機種

宮城県新型コロナウイルス感染症重点医療
機関等設備整備事業

超音波画像診断装置，移動型Ｘ線撮影装置ほか

２２機種

補 助 金 １５機種 １２６，０７９千円

年度

１０５，１４５千円

５２機種

３２機種

　　財源内訳

機種数 金額

自己資金

宮城県新型コロナウイルス感染症患者入院
医療機関設備整備事業

人工呼吸器（及び付帯する備品），体外式膜型人工
肺，簡易陰圧装置

閉鎖循環式保育器，搬送用保育器，分娩監視装置
ほか

宮城県新型コロナウイルス感染症を疑う患
者受入れのための救急・周産期・小児医療
体制確保事業

宮城県感染症検査機関等設備整備事業

区分

４１２，２３６千円

５機種 １８１，０１２千円

３１機種

２３，４５４千円

起　 　 債

インフルエンザ流行期における新型コロナウ
イルス感染症疑い患者を受け入れる救急・
周産期・小児医療機関体制確保事業

全自動遺伝子解析装置（ＰＣＲ装置）

生体情報モニタほか

９８４，４８４千円

　　財源内訳

１４機種

５２５，８８４千円

自己資金 １８機種 ２５，３８４千円

自己資金

５５１，２６８千円

　　財源内訳 起　 　 債 １３機種

９６１，０３０千円

○　第三次医療情報システム構築に係る事業者選定に向けて，
当院が必要とする機能要件を取りまとめ，競争性を確保した調
達仕様書を作成し，計画どおり一般競争入札（総合評価落札方
式）による入札を行い，次期電子カルテ構築事業者を決定した。
【H30】
○　中期計画に基づき，業務の効率化及びトータルコストの適正
化に資する第三次医療情報システムを構築し，第三次医療情報
システムの稼働を開始した。【R1】
○　新たに構築した第三次医療情報システム（電子カルテシステ
ム及び医療情報通信ネットワーク）新システムにおいても，医療
機器との効率的な情報連携ができるよう，各部門の接続医療機
器の設置状況や連携情報の確認・精査に留意しながら，適切な
運用を行った。【R2】
○　電子カルテシステムの初期不良については，新型コロナウイ
ルス感染症の影響も踏まえ，医療安全及び病院経営において特
に重要と判断された課題に絞り，受託業者（日本電気株式会社）
をプロジェクトメンバーに加え，システム開発担当者等の協力も
得ながら重点的な解消を図った【R2】

○　中長期的な大規模修繕計画の策定に向け，日々の施設管
理業務から得られた情報を収集・整理した。また，必要に応じて
当施設の設計業者及び施工業者等と情報交換した。
○　県が作成する「宮城県公共施設等総合管理方針」が改訂さ
れ，対象施設に「地方独立行政法人施設」として当院が追加され
たことから，この方針に則った長寿命化計画（個別施設計画）の
策定に着手した。【H30】
○　中長期修繕計画書作成業務を委託し，長寿命化計画（個別
施設計画）を策定した。また，修繕計画に基づき非常放送設備更
新工事等を施工した。【R2】
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